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第 1 はじめに

1 本準備書面の構成等

本件においては、本件申請が設置許可基準規則lj4条3項に適合するとした原

子力規制委員会の判断の合理性が争点のーっとなっており（原判決の争点2及

び 3）、具体的には、入倉・三宅式及び壊ほか式の合理性（争点 2）並びに入

倉・三宅式に基づき計算された地震モーメントをそのまま震源モデルにおける

地震モーメントの値とすることの合理性（争点 3）が争点となっている。

本準備書面では、前記争点を踏まえ、本件発電所の基準地震動の策定に係る

参加人の申請の内容並びにこれに対する原子力規制委員会の審理判断及びその

過程を明らかにする。具体的には、まず、前記争点に関係する設置許可基準規

則等における規制等の内容及びその合理性について述べるとともに（後記第

2）、基準地震動の策定に係る基礎的な知識（全体像）について説明した上で

（後記第 3）、参加入による本件発電所の基準地震動の策定に係る地震動評価

並びに原子力規制委員会による設置許可基準規則4条 3項の適合性審査の内容

及びその判断過程の合理性について述べる（後記第4）。

なお、略語等は、本準備書面において新たに用いるもののほか、原判決の例

により、原判決に定義のないものについては、 一審における被告の答弁書及び

準備書函の例による（本準備書面末尾に「略称語句使用一覧表」を添付す

る。）。

2 争点に係る一審被告の主張の要旨

前記 1のとおり、本件の争点のうち、基準地震動に係る争点は、入倉・三宅

式及び壇ほか式の合理性（争点 2）並びに入倉・三宅式に基づき計算された地

震モーメントをそのまま震源モデルにおける地震モーメントの値とすることの

合理性（争点 3）であり、これらは、いずれも本件発電所の基準地震動策定の

合埋性を問題とするものであるところ、原子力規制委員会は、本件申請におい

て参加人が策定した基準地震動が、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地
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及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構造並び、に地震活動性等の地震学及び地

震工学的見地から想定することが適切なものとして策定されていることから、

設置許可基準規則の解釈別記2の5の規定に適合していると判断した。これら

の原子力規制委員会による判断の根拠及びその合理性については後記第2以降

において詳述するが、その要旨は以下のとおりである。

(1）改正原子炉等規制法43条の 3の6第1項4号は、原子炉設置（変更）許

i両Iの基添として、発電用原子炉施設の位糧、構造及び設備が核燃料物質若し

くは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災害の防止上

支障のないものであるとして原子力規制委員会で定める基準（設置許可基準

規則）に適合することを求め、設置許可基準規則4条3項は、 「耐震重要施

設”は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある

地震による加速度によって作用する地震力（基準地震動による地震力）に対

して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。」と規定

している。そして、設置許可基準規則の解釈別記 2の5は、 「『J基準地震

動』は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地

質構造、地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定

することが適切なもの」とし、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震

動j 及び「震源を特定せず策定する地震動Jについて、解放基盤表面（脚注

3参照）における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定するこ

とを定めている。

(2）参加入は、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特

定せず策定する地震動Jについて、それぞれ以下のとおり地震動評価を行い、

*l 耐震重要施設とは、設計慕準対象施設のうち、地震の発生によって生ずるおそれがあるそ
の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きいものをいい（設
置許可基準規則3条 1項）、具体的には、設計基準対象施設のうち耐麓重要度分類Sクラス
に属する施設をいう（設債許可基準規則の解釈)J!J記 1の1）。
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その結果を受けて、施設の耐震設計に用いる基準地震動について、敷地の解

放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動として、基準地震動Ss 

-1ないしss -1 9を策定した。

ア 参加入は、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動Jについては、

本件発電所の敷地に大きな影響を及ぼす地震となる「F0-A～F 0-B 

～熊川断層による地震」に関し、 「断層モデルを用いた手法による地震動

評価Jを重視する乙ととし、地震動審査ガイド「 I. 3 . 3. 2 (4）① 1 ) J 

に示された推本レシピ等を参照するなどして、基本震源モデル（基本ケー

ス）及び不確かさケースの震源特性パラメータを設定した地震動評価を行

い、基準地震動を策定した。

参加入は、震源特性パラメータの設定に当たって、基本震源モデル（基

本ケース）の設定の段階から、主として断層形状（断層長さ、断層幅）及

びアスペリティの位置について不確かさを考慮した保守的な設定を行って

いる上、複数の不確かさケースを設定し、吏に、 F0-A～F 0 B～熊

川断層が長大な断層で、かつ、本件発電所の敷地近くにあることに鑑み、

不確かさを重畳したケースも設定した。

イ 参加入は、 「震源を特定せず、策定する地震動Jについては、地震動審査

ガイドに例示された収集対象となる内陵地殻内地震の観測記録を収集し、

Mw6. 5以上の地震として、 20 0 0年鳥取県岡部地震を地震観測記録

の収集対象地震として選定するとともに、 Mw6. 5未満の地震として、

地震動の影響が大きい 5地震について整理した結果、 20 0 4年北海道留

萌支庁南部地震を選定し、各種の不絡がさや地盤特性を考慮した上で地震

動評価を行い、それぞれ基準地震動を策定した。

(3）原子力規制委員会は、本件発電所の基準地震動に関し、参加入が、 「敷地

ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震

動Jについて、本件発電所の敷地及び敷地周辺の地域的な特性を踏まえて、

。λU



地震学及び地震工学的見地に基づく総合的な観点から不確かさを十分に考慮

して基準地震動を策定していることから、設置許可基準規則の解釈jJIJ記2の

5の規定に適合していると判断したものであり、かかる判断には合理性が認

められる。

第2 設置許可基準規則等における基準地震動策定に係る規制等の内容及びその内

容が合理的であること

1 設置許可基準規則等における基準地震動策定に係る規制等の内容

(1) 改正原子炉等規制法の定め（控訴審における一審被告第4準備書面第2の

1 ( 1）・ 12及び 13ページ参照）

改正原子炉等規制法43条の 3の5は、 「発電用原子炉を設置しようとす

る者は、政令で定めるところにより、原子力規制委員会の許可を受けなけれ

ばならないJと規定し、同法43条の 3の6第1項4号は、発電用原子炉の

設置の許可の前提として、 「発電用原子炉施設の位霞、構造及び設備が核燃

料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は発電用原子炉による災

害の紡止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で定める基準に適合

するものであることJを要する旨規定しているところ、かかる規定は、設置

変更許可においても準用される（同法43条の 3の8第2項）。そして、同

号の「原子力規制委員会規則で定める基準Jとは、設置許可基準規則で定め

た基準を指すこととされている（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律等に基づく原子力規制委員会の処分に係る審査基準等。乙第 1

1 4号証 20ページ）。

このうち、基準地震動に関する規定として、設置許可基準規則4条3項及

び設置許可基準規則の解釈別記2の5は、以下のことを要求している。

(2）設置許可基準規則及び設置許可基準規員ljの解釈の定め（控訴審における一

審被告第 1準備書面第2の2(2) • 1 7ないし 23ページ参照）



ア 設置許可基準規則4条3！真の規定内容

設置許可基準規則は、地震災害により、発電用原子炉施設の安全性を確

保し、公衆又は従業者に及ぼすおそれがある放射線障害を防止する性能を

確保する観点から、安全機能喪失に起因する放射線による公衆への影響の

程度に応じて施設を分類し、これらの施設が地震に対して安全性を確保す

るために必要な機能を有することを要求する規定を置いた上で（設置許可

基準規則4条、 39条、設置許可基準規郊の解釈別記2の1ないし4・乙

第11 3号証 12 9ないし 13 3ページ）、耐震重要施設（脚注1参照）

については、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれ

がある地震による加速度によって作用する地震力（基準地震動による地震

力）に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない

と定めている（設置許可基準規則4条3項）。

イ 設置許可基準規員ljの解釈別記2の5の規定内容

前記アの基準地震動（設置許可基準規則4条3項）について、行政手続

法上の審査基準に該当する設置許可基準規則の解釈別記2の5柱書きは、

基準地震動は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の

地質・地質構造、地盤構造並びに地震活動性等の地漢学及び地震工学的見

地から想定することが適切なものとして策定すると定めている（乙第 11 

3号証 13 3ページ）。なお、基準地震動の策定の流れについては後記第

3で、基準地震動策定の手順ごとにおける設置許可基準規則等の規定内容

については後記第4でそれぞれ述べる。

(3）地質審査ガイド及び地震動審資ガイドの記載（原審における被告第 23準

備書面第 1の2及び第3の2・11 ' 1 2、63及び64ページ参照）

地質審査ガイド及び地震動審査ガイドは、審査官等が前記（2）の設置許可

基準規則及び設置許可基準規則の解釈の趣旨を十分踏まえ、同規則が要求す

る事項に関して、それぞれ慕準地震動及び基準津波の策定、地盤の安定性評

一10-



価等に必要な調王立及びその評価の妥当性、基準地震動及び耐震設計方針の妥

当性を厳格に確認するために活用することを目的としたものであり（地質審

査ガイド 1ページ「まえがき 1. J、地震動審査ガイド 1ページ「 I. 1 . 

1 J参照）、規制基準に関する内規（行政手続法上の審査基準に該当しない

もの）に位置付けられるものである。

なお、原子力規制委員会は、令和4年 6月8司、 「審査実績を踏まえた規

制基準等の記載の具体化・表現の改普Jの取組の一環として、地質審査ガイ

ド及び地震動審査ガイドの一部改正を行ったが（乙第 28 4号証6ページ、

乙第28 5号証）、同改正は、審査実績等を踏まえた表現の改善等を行うも

のであり、規制要求や審査の緩和を行うものではない（乙第28 5号証jjlj紙

1の1ページ。以下、改正後の地質審査ガイド及び地震動審斎ガイドにつき、

それぞれ「改正地質審査ガイドJ及び「改正地震動審査ガイドJという。）。

前記改正において、地震動審査ガイドの「 I 3 . 2 . 3 . (2) J （本件ぱ

らつき条項）に係る記載は削徐され、改正地震動審斎ガイドの「 I. 3. 1 

(2) Jに「『敷地ごとに震源を特定して策定する地震動』の策定において経

験式が用いられている場合には、経験式の適用条件、適用範囲について確認

した上で、当該経験式が適切に選定されていることを確認する。 Jとの記載

が新設された（乙第28 5号証別紙2別表第1の6、9及び10ページ）。

この削除及び新設は、複雑な自然現象の観測データにばらつきが存夜するの

は当然であり、経験式が観測データに基づ、いて複数の物理量等の相関を式と

して表現するものであることに注意して審査を行うべきであるとする、従来
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からのガイドの記載の趣旨を明確にするために行われたものであるへ

2 設置許可基準規則等における基準地震動策定に係る規制等の内容は合理的で

あること（改正原子炉等規正法の改正の概要や新規制基準の全体像については

原審における被告第4準備蓄菌、設置許可基準規則における地震による損傷の

防止に関する規制や基準地震動に関する各ガイドの内容及びその合理性につい

ては原審における被告第23準備蓄薗及び第24準備書面をそれぞれ参照）

基準地震動の策定に係る改正原子炉等規制法、設置許可基準規則、設置許可

基準規則の解釈、地質審査ガイド及び地震動審査ガイド等の内容等は前記 lの

とおりであるところ、これらは、基準地震動の策定について、最新の科学的・

技術的知見を踏まえた合理的根拠に基づくことを前提としつつも、基準地震動

が高い安全性が求められる発電用原子炉施設に用いられるものであることに照

らし、安全両に十分に配慮して策定することを求めるものである。また、設置

許可基準規則、設置許可基準規則の解釈、地質審査ガイド及び地震動審査ガイ

ド等は、いずれも福島第一原発事故の教訓｜や海外の規制内答を踏まえ、原子力

規制委員会の発足前後を通じて、各専門分野の学識経験者等の専門技術的知見

に基づく意見等を集約し、中立性が担保された学識経験者の関与の下での公開

の議論や規制基準の骨子案及び規制案等に対する意見公募手続等の適正な手続

を経て策定されたものである。

以上のような設置許可基準規則、設置許可基準規則の解釈、地質審査ガイド

及び地震動審査ガイド等の内容及び策定経緯等に照らすと、基準地震動に係る

キ2 地質審査ガイドにおいても、 r I 4 . 4 . 2 (5) Jに「震源断層モデルの長さ又は函積、
あるいは11到の活動による変位量と地震規模を関連づける経験式を用いて地震規模を設定す
る場合には、経験式の適用範囲そ十分に検討されていることを確認する。その際、経験式は
平均値としての地震規模を与えるものであることから、経験式が有するばらつきも考慮され
ていることを確認する。 Jとの本件ぱらつき条項と同様の規定があったが、改正地質審査ガ
イドの「 I. 4 . 4 . 2 (5) Jにおいては、 f地震規模の設定に当たり経験式が用いられて
いる場合には、経験式のi議朋条件、適用範囲について確認した上で、当該経験式が適切に選
定されていることを確認する。 j と改正された（乙第28 5号証別紙2別表第2の3ぺー
ジ）。

。，zul
 



前記 1の規定・記載は、各専門分野の学識経験者の有する最新の専門技術的知

見を集約して策定されたものである上、現在の科学技術水準を踏まえた安全面

に十分に配慮した保守的なものであり、合理的で、ある。

第3 基準地震動の策定に係る基礎的な知識（全体像）

1 碁準地震動とは

基準地震動とは、原子力発電所の耐震設計において基準とする地震動（構造

物等の設計に必要な地震動）をいい、敷地周辺の活断層等で起こり得る大地震

を想定して、発霞所直下の硬い地盤面である解放基盤表面”で最大の揺れを設

定したものである（図 1）。

前記第2の 1(2）のとおり、設置許可基準規則iJ4条 3項は、耐震重要施設は、

その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による

加速度によって作用する地震力（基準地震動による地震力）に対して安全機能

が損なわれるおそれがないものでなければならないと定めている。そして、設

置許可基準規則の解釈別記2の5柱書きは、基準地震動は、最新の科学的・技

術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構造並びに地震

活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定する乙とが適切なものとして策

定すると定め、同解釈別記2の 5ーにおいて、基準地震動は、 「敷地ごとに震

源を特定して策定する地震動j 及び f震源を特定せず策定する地震動Jについ

て、解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定

することを求めている（乙第 11 3号証 13 3ページ）。

会3 解放基盤表面とは、基準地震動を策定するために、基盤面上の表層及び構造物が無いもの
として仮想的に設定する自由表面であって、著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当な拡がり
を持って想定される基盤の表面をいう。ここでいう「基盤j とは、おおむねせん断波（S
波）速度が700m/s以上の硬質地盤（岩盤や砂磯を多く含み、締まりのある硬い地盤）
であって、著しい風化を受けていないものをいう（以上につき、設置許可基準規則の解釈別
記2の5一・乙第11 3号証 13 3ページ）。

q《
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雇雇入力4
地盤 地震動7

ーー司z一一

向~ j基準地震動｜

<:::::"-

地震動

［図1 基準地震動の設定に係る概念図］

2 基準地震動の策定手II慎（設置許可基準規則の解釈別記2の5及び後記図 3参

照）

( 1) 設置許可基準規則の解釈別記2の5ニは、 「敷地ごとに震源を特定して策

定する地震動」を策定するに当たっては、既存文献の調査、変動地形学的調

査川、地質調査時、 地球物理学的調査時、地震観測記録（中 ・小・微小地震の

本4 変動地形学的調査とは、航空機で撮影された空中写真の判読等を行い、地殻変動によって，

形成された地表面の起伏や地面のずれ、変形等の変動地形、及び地殻変動に起因する可能性

のある リニアメン ト （直線的な地形の線状模様）を抽出するための調査である（控訴審にお

ける一審被告第4準備書面第3の2(2）イ ・20及び21ページも参照）。

同 地質調査とは、 地表を踏査して実際に地表に露出した地質（地層や断層構造）を観察 ・計

測すること等により、 地質状況を精査する現地調査をいう（控訴審における一審被告第4準

備書面第3の2(2）ウ ・21ページも参照）。

本6 地球物理学的調査とは、地震波（弾性被） や電磁気など様々な物理現象を利用し、非破壊

で地桜内部の構造（地下構造）を可視化する調査をいう。 地球物理学的調査は、原理的に医

療分野における超音波診断（超音波エコー検査）、 X線CT検査、 MR I検査等と類似する

技術が扱われている （原審における被告第23準備書面第2の2(2）ウ ・17ページも参

照） 。
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分布等）などに基づき、内陸地殻内地震灯、プレート問地震“及び海洋プレー

ト内地震”（図 2参照）について、敷地に大きな影響を与えると予想される

地震（検討用地震）を複数選定し、選定された検討用地震ごとに、各種の不

確かさ（なお、ここでいう不確かさとは、震源断層の長さ、地震発生層の上

端深さ・下端深さ、断層傾斜角、アスペリティ川の位置・大きさ、応力降下

量刑、破壊開始点等の不確かさ、並びにそれらに係る考え方及び解釈の違い

による不確かさのことである（乙第 11 3号証 13 5ページ）。以下同

じ。）を考慮して、 「応答スペクトルに基づく地震動評価川J及び「断層モ

デルを用いた手法による地震動評価川j を、解放基盤表面までの地震波の伝

播特性を反映して策定することを求めている（乙第 11 3号証 13 3及び1

34ページ）。

(2）また、設置許可基準規則の解釈別記2の 5三は、 「震源を特定せず策定す

キ7 内陸地殻内地震とは、陸のプレートの上部地殻地震発生盾に生じる地震をいい、海岸のや

や沖合で起こるものを含む。

時 プレート部地震とは、相接する二つのプレートの境界面で発生する地震をいう。

本9 海洋プレート内地震とは、沈み込む（沈み込んだ＇）海洋プレート内部で発生する地震をい

い、海溝軸付近ないしそのやや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地袋（アウター

もライズ地震） Jと、海溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の地震（ス

ラブ内地震） Jの2種類に分けられる。
ホ10 アスペリティとは、強い地震波を出す領域のことをいう。地震動評価におけるアスペリテ

イの意義については、一審被告控訴理白書第4の2(2）イ（了）・ ( 7 5ページ）参照。

川i応力降下量とは、地震の発生前に地下深部（上部地殻）の断層面上に蓄積された応力が地

震の発生後に応力を解放（降下）することにより生じる、地震の発生前と発生後での断層面

上における応力の変化量（降下量）をいう。

*12 応答スペクトルに基づく地震動評価とは、距離減衰式（過去の地震の地震規模（マグニ

チュード）及び震源から観測点までの距離と地震による構造物の揺れの大きさ（応答スペク

トル）の関係などから導かれた回帰式）に代表される、地震のマクゃニチュードと震源又は震

源断層からの距離の関係で地震動特性を評価する手法である。

*13 断層モデルを用いた手法による地震動評価とは、震源断層面を設定して、その震源断層

耐にアスペリティを配置し、ある一点の破壊開始点から、これが次第に破壊し、揺れが伝わ

っていく総子を解析することにより地震動を計算する評価手法であり、地震の発生メカニズ

ムを反映した手法である。

rqυ ー



る地震動Jの策定に当たって、震源と活断層を関連づけることが困難な過去

の内陸地殻内の地震（いわゆる「震源を予め特定しにくい地震山」。図 2・

青字）について得られた震源近傍における観測記録川を収集し、これらを基

に、各種の不縫かさを考慮して敷地の地盤物性に応じた応答スペクトルを設

定することを求めている（乙第 11 3号証 13 5及び 13 6ページ）ぺ

「震源を特定せず策定する地震動Jは、敷地周辺の状況等を十分考慮した

詳細な調査を実施しでも、なお敷地近傍において発生する可能性のある内陸

地殻内地震の全てを事前に評価し得るとは言い切れないため、敷地近傍の断

層への考慮に万全を期すという観点から、精度の高い詳細な調査を実施して

策定される「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動Jと相補的に、敷地

に対する地震動の影響を考慮することを白約として策定するものであり、敷

地近傍における詳細な調査の結果いかんにかかわらず、全ての原子力発電所

施設の敷地（対象サイト）において共通に考慮すべき地震動として位置付け

会14 震源を予め特定しにくい地震とは、その一つ一つについて、事前に、発生場所、地震規
模、発生確率を特定することが困難な地震をいい、推本の長期評価等によって取り扱われて
いる。

*15 震源近傍における観測記録とは、事前に活断層の存在が指摘されていなかった地域にお
いて発生した地震（脚注14の「震源を予め特定しにくい地震j に該当するもの）について
得られた、震源近傍の硬質地盤における観測点の地震観測記録をいう。

キ16なお、原子力規制委員会は、令和 3年4月21日、設機許可基準規則の解釈及び地震動審
査ガイド等の一部改正を行った（乙第28 6号証2ないし 10ページ、乙第28 7号証）。
この設置許可基準規則の解釈等の一部改正により、 「震源を特定せず策定する地震動j の策
定に当たっては、 「全国共通に考慮すべき地震動j及び「地域性を考慮する地震動j の2種

類を検討対象とすること、 「全I'll共通に考慮すべき地震動」の策定に当たっては、 20 0 4 
年北海道館萌支庁南部地震の観測記録から推定した基盤地震動に加えて、 「標準応答スペク
トルjを聞いることとされた（乙第28 7号証別紙2別表第 lの3及び4ページ）。 「標準
応答スペク卜ルj とは、震源と活断扇を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内の地震に
ついて得られた獲源近傍における多数の地震動記録に基づいて策定した、地震基盤相当面
（地震基盤からの地盤増幅率が小さく地震動としては地震基盤面と同等とみなすことができ

る地盤の解放面で、せん断波（ Si皮）速度が2200m/s以上の地層をいう。）における
全国一律に適用可能な応答スペクトル（最大加速度 水平動6O O g a l及び上下動40 0 

g a l ）である。なお、原子力規制委員会は、本件発電所に係る上記設置許可基準規則の解
釈等の一部改正（「標準応答スペクトJvJの規制への取り入れ）にfl!う基準地震動の変更の
要否に係る審議の結果、改正後のi可解釈を適用しでも、既許可の際に策定した基準地震動の
変更は不要であると判断した（乙第28 8号証3ないし 5ページ）。
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られるものである。

〔図2 評価対象とする地震タイプの概念図］

(3）これらの F敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び 「震源を特定

せず策定する地震動」の地震動評価においては、解放基盤表面までの地震波

の伝播特性を反映する必要があるところ （設置許可基準規則の解釈別記2の

5二及び同三① ・乙第 11 3号証 13 3ないし 13 6ページ参照）、これに

当たっては、敷地及び敷地周辺の地下構造 （深部・ 浅部地盤構造）が地震波

の伝播特性に与える影響を検討するため、敷地及び敷地周辺における地層の

傾斜、断層及び摺曲構造等の地質構造を評価するとともに、地震基擦の位置

及び形状、岩相・岩質の不均一性並びに地震波速度構造等の地下構造及び地

盤の減衰特性を評価することとされている（同解釈別記2の5四①・同号証

1 3 6ページ）。

(4）最終的に、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動J及び「震源を特

定せず策定する地震動」の地震動評価結果から、基準地震動を策定（図 3)

する際には、審査実務上、 「応答スペク トルに基づく 地震動評価」を基に

司
，
4・E

・E

・．



「設計用応答スペクトル$！？」を設定し、これに対して、 「断層モデルを用い

た手法による地震動評価jや f震源を特定せず策定する地震動J評価により

得られた応答スペクトルのうち、一部の周期帯であっても前記設計用応答ス

ペクトルを上問るものについては基準地震動として採用することとしている

（凶4）。

これをより具体的に述べれば、まず、 「応答スペクトルに基づく地震動評

価」により得られた複数の検討沼地震ごとの応答スペクトルを比較し、これ

らの応答スペクトルの応答値が全間期帯にわたって全て包絡するように（す

なわち、全周期帯にわたって最大の応答値を F回らないように）設計用応答

スペクトルを設定する（地震動審査ガイド「 I. 5 . 2 (!) J ・乙第 52号

証9ページ参照）。そして、この①設計用応答スペクトル（図4・赤線）に

対して、②「断層モデルを用いた手法による地震動評価」により得られた応

答スペクトル（図4・緑線）及び③「震源を特定せず策定する地震動J評価

により得られた応答スペクトル（図4・青線）を比較し、一部の周期帯でも

①設計用応答スペクトルを上回るものについては、基準地震動として採用す

ることとしている（図4）。つまり、基準地震動の策定に当たっては、全周

期帯にわたって保守的に設定された前記①をベースとした上で、さらに、前

記②又は③のうち、一部の周期帯でも前記①をけ耳るものについては基準地

震動として採用することにより、より一層の保守性を確保することとしてい

るのであるo m 

キ17設計用応答スペクトルとは、 「応答スペクトルに基づく地震動評価Jに慕づき基準地震
動を策定する際に、複数の検討用地震ごとの応答スペクトルを全周期帯にわたって下回らな
いように（包絡するように）保守的に設定された設計用の応答スペクトル（設計スペクト
jレ）をいう。

本18 なお、応答スペクトルに基づく基準地震動（設計用応答スペクトル）が、全周期帯にわ
たって断層モデルを用いた基準地震動を有意に上回る場合には、応答スペクトルに基づく基
準地震動で代表させ、断層モデルを用いた手法による地震動を基準地震動として設定しない
こともできる（地震動審査ガイド「 I. 5 . 2 (2) Jなお書き・乙第 52号証9ページ参
照）。
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(5）以上が基準地震動の策定手順であるが、 「敷地ごとに震源を特定して策定

する地震動j 及び「震源を特定せず策定する地震動」については、基準地震

動の策定とは別に、それぞれが対応する地震動の超過確率川を参照し、それ

ぞれ策定された地震動の応答スペクトルがどの程度の超過確率に相当するか

を把握する必要があるとされている（設置許可基準規則の解釈別記2の5四

・乙第 11 3号証 13 6ページ）。その趣旨は、策定された基準地震動につ

いて、その策定過程とは別の観点、つまり地震ハザード瑚評価の観点から把

握することにあり、審査実務上、前記超過確率を参照する際には、基準地震

動の応答スペクトルと地震ハザード解析による一様ハザードスペクト ）v•21 を

比較するとともに、当該結果の妥当性を確認するのが一般的である（地震動

審査ガイド「 I. 6 . 1 (2) J ・乙第 52号証9ないし 10ページ。詳細につ

いては、参加人準備蓄面 (1）第8・14 2ないし144ページ参照。）。

(6）以上のとおり、基準地震動は、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地

及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び

地震工学的見地から怒定することが適切なものとして策定されるものであり

（設置許可基準規則の解釈別記 2の5柱書き）、 「敷地ごとに震源を特定し

て策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動Jについて、それ

*19 地震観Jの超過確率とは、ある地点において、その地点に影響を与える様々な地震につい

て、将来の一定期間内に少なくとも1図、任意の地震動の強さのレベルを超過する磁率をい

う。なお、前記の一定期間を 1年とした場合の趨過確率のことを「年超過磯率j という。
キ20 地震ハザードとは、ある地点に対して影響を及ぼす全ての地震を考慮して、その地点が大

きな地震動に見舞われる危険度を表したものであり、地震動強さ（横軸）に対する超過確率

（縦軸）を表す右下がりの曲線として表現したものを地震ハザード曲線という。

*21 一様ハザードスペクトルとは、地震ハザード解析により得られた地震動の応答スペクト
ルを、任意の超過確率（年超過確率 10 3、10 4、10 5、10-6）別に分けて表現し

たものをいう。例えば、年超過確率 10 -:iの一様ハザードスペクトルは、地震動が全周期帯

にわたって 10 3の年超過確率を有する応答レベル（応答スペクトル）であることを意味す

る。ここに、年飽過礁率 10 3とは、 I年の間にある事象が任意の値を超える確率が 1/1

0 0 0 ( 0. 1 %）であることを表すもので、換言すれば、 10 0 0年に 1度発生する確率

であることを意味している。
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ぞれ策定することが求められる（同解釈別記2の5一）。このうち、 「敷地

ごとに震源を特定して策定する地震動j とは、震源断層を特定した上で設定

する地震動であり、内陸地殻内地震、プレート問地震及び海洋プレート内地

震について、当該原子力発電所の敷地及び敷地周辺の調査結果に基づき、検

討用地震を複数選定した上で、当該検討用地震ごとに、 「応答スペクトルに

基づく地震動評価j及び「断層モデルを用いた手法による地震動詳細j を実

施して策定するものであるが、その策定においては、震源断層の位置及び形

状（長さや幅）等について、各種調査の不確かさを踏まえて安全側の（保守

的な）設定をし、更に地震動の評価過程に伴う不確かさを考慮した上で、保

守的な地震動を評価することとされている（同解釈別記2の5二）。また、

「震源を特定して策定する地震動」の震源としての活断層については、敷地

周辺の状況等を卜分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍におい

て発生する可能性のある内陸地殻内地震の全てを事前に評価し得るとは言い

切れないため、敷地近傍の断層への考慮に万全を期すとの観点から、 「震源

を特定せず策定する地震動」によって相補的に考慮されている。そして、

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定す

る地震動Jの地震動評価結果から、基準地震動を策定する際には、審査実務

上、 「応答スペクトルに基づく地震動評価j により得られた検討用地震ごと

の応答スペクトルを比較し、これらの応答スペクトルにおける応答値が全周

期帯にわたって包絡するように設定された設計用応答スペクトルに対して、

「断層モデルを用いた手法による地震動評価J及び f震源を特定せず策定す

る地震動」評価により得られた応答スペクトルを比較し、一部の周期帯でも

設計用応答スペクトルを上回るものについては、基準地震動として採服する

こととしている。その上、地震ハザード評価という基準地震動の策定過程と

は別の観点から、策定された基準地震動の「敷地ごとに震源を特定して策定

する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動Jについては、それぞれ
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策定された地震動の応答スペクトルがどの程度の超過確惑に相当するかを把

握する必要があるとされている。

このように、基準地震動の策定に当たっては、その策定過程の一つ－－つに

おいて、それぞれ不確かさを考慮したパラメータ設定をするなどして保守的

評価を行うことが求められているため、策定される基準地震動は必然的に保

守的なものとなる（乙第 14 7号証28 1ページ）。例えば、基準地震動の

策定に必要な各種パラメータを設定するに当たっては、保守性を確保するた

め、合理性を有する地震学等の科学的根拠に基づき十分な不確かさを考慮し

たパラメータを設定することとなるところ、その際、合理的な科学的根拠に

基づくことを前提としつつも、高い安全性が求められる発電用原子炉施設に

用いられることを踏まえ、安全確保の見地から、想定し得る最大規模の地震

動を想定することとなるのである。

このような基準地震動の策定過程に照らせば、当該発電用原子炉施設の敷

地において発生を想定し得る最大規模の地震動が基準地震動として策定され

ることとなる。
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設計用応答スペクトルとの比較により、 「断層モデルを用いた手法による
地震動」や「震源を特定せず策定する地震動Jによる応答スペクトルが
周期によって設計用応答スペクトルを上回るような場合に、基準地震動
のーっとして設定

4見
＝＝‘ 

応答スベクトルに基づく地震動
（設計用応答スペクトル）

断層モデルを用いた手法によ
る地震動

震源近傍の観測記録に基づく
地震動（震源を特定せず策定
する地震動）

｛ミ
a
－u｝

也1 10 

T (3) 

［図4 基準地震動の策定（応答スペクトル勺を重ね書き）の概念、図〕

第4 基準地震動策定に関する参加人の申請及びこれに対する適合性審査

1 はじめに

前記第3の1のとおり、設置許可基準規則の解釈別記2の5柱書きは、基準

地震動について、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地

質 ・地質構造、地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から

想定することが適切なものを策定することを定め、同解釈別記2の5ーにおい

て、基準地震動は、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源

を特定せず策定する地震動Jについて、敷地の解放基盤表面における水平方向

及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定することを要求している。

本22応答スペクトル（図）とは、地震動による構造物の周期ごとの揺れやすさについて、横軸

に揺れの周期 （秒）、縦軸に揺れやすさ（構造物の最大応答値）を取ったグラフで図示した

ものである。
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そして、原子力規制委員会は、本件申請において参加入が策定した基準地震

動が、最新の科学的・技術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構

造、地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定するこ

とが適切なものとして、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び

「震源を特定せず策定する地震動」について、解放基盤表面における水平方向

及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定されていることから、設置許可基準

規則の解釈別記2の5の規定に適合していることを確認した。

以下では、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」評価（後記2）、

「震源を特定せず、策定する地震動j 評価（後記 3）、及びこれらの地震勤評価

を踏まえた基準地震動の策定（後記4）について、それぞれに関係する設霞許

可基準規則等の定めを説明した上で、参加入による申請（評価）及びこれに対

する原子力規制委員会の審査内容について述べるとともに、策定した基準地震

動に係る超過確率の参照（後記 5）についても触れた上で、本件発電所の基準

地震動策定に係る原子力規制委員会の判断過程が合理的であること（後記6)

を主張する。

なお、前記第3の2(3）のとおり、地震動評－価においては、地震波の伝播特

性を反映する必要があり、これに当たっては、敷地及び敷地周辺の地下構造の

評価が必要となるところ（設置許可基準規則の解釈別記2の5二、三①、四①

参照）、この点に係る参加入の申請（評価）及びこれに対する原子力規制委員

会の審査内容については、原審における被告第 24準備書面第2の2 ( 2 5な

いし 27ページ）で述べたとおりである。

2 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」評価について（原審における

被告第 24準備蓄箇第2の3・27ないし 38ページ参照）

( 1 ）設置許可基準規則等の定め

ア検討用地震の選定

前記第3の2(I）のとおり、設置許可基準規則の解釈別記2の5二は、
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f敷地ごとに震源を特定して策定する地震動j を策定するに当たって、内

陸地殻内地震、プレート問地震及び海洋プレート内地震について、敷地に

大きな影響を与えると予想される検討用地震を複数選定することを要求し

ている。

検討用地震を選定する際には、内陸地殻内地震、プレート問地震及び海

洋プレート内地震について、活断層の性質や地震発生状況を精査し、中－

小・微小地震の分布、応力場及び地震発生様式（プレートの形状・運動・

相互作用を含む。）に関する既往の研究成果等を総合的に検討して、複数

の地震を選定する必要がある。特に、内陸地殻内地震に関しては、震源と

して考慮する活断層の評価に当たっては、調査地域の地形・地質条件に応

じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調査、地球物理学的調査等

の特性を活かし、これらを適切に組み合わせた調査を実施した上で、その

結果を総合的に評価し、活断層の位置・形状・活動性等を明らかにすると

ともに、震源モデルの形状及び震源特性パラメータ等の評価に当たっては、

孤立した短い活断層の扱いに留意するとともに、複数の活断層の連動を考

慮する必要がある（以上につき、設置許可基準規則の解釈別記2の5二・

乙第 11 3号証 13 3及び 13 4ページ）。

イ地震動評価

前記第3の2（！）のとおり、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震

動Jについては、前記アの規定に従って選定した検討胤地震ごとに、各種

の不確かさ（震源断層の長さ、地震発生層の上端深さ・下端深さ、断層傾

斜角、アスペリティ（脚注 10参照）の位置・大きさ、応力降下量（脚注

1 1参照）、破壊開始点等の不確かさ並びにそれらに係る考え方及び解釈

の違いによる不確かさ）を考慮して「応答スペクトルに基づく地震動評

価J及び「断層モデルを用いた手法による地震動評価Jを実施することが

求められており（設置許可慕準規則の解釈別記2の5二・乙第11 3号証

「
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1 3 3＆び13 4ページ）、その地震動評価に当たっては、敷地における

地震観測記録を踏まえて、地震発生様式及び地震波の伝矯経路等に応じた

諸特性（その地域における特性を含む。）を十分に考慮することとされて

いる（同m
また、 「応答スペクトルに基づく地震動評価J及び「断層モデルを用い

た手法による地震動評価Jのいずれにおいても、基本震源モデルを前提と

して、基準地震動の策定過程に伴う各種の不確かさについては、敷地にお

ける地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータに

ついて分析した上で、必要に応じて不確かさを組み合わせるなど適切な手

法を用いて考慮することが求められている（設置許可基準規則の解釈別記

2の5二⑤・乙第 11 3号証 13 5ページ）。

なお、地震動評価に関する設置許可基準規則等の定めのうち、 「応答ス

ペクトルに基づく地震動評価J及び「断層モデルを用いた手法による地震

動評価Jのそれぞれに係る固有の要求事項等については、後記（3）イ（7)及

び同ウ（7)において述べる。

(2）検討用地震の選定（ FO-A～F0-B～熊川断層の連動の評価に関する

審査の経緯については、原審における被告第 33準備蓄函第4の2(1)・5

6ないし 58ページ参照）

ア 参加人による評価

参加入は、本件発電所における検討用地震の選定において、内陸地殻内

地震については、敷地周辺の地震発生状況（過去に発生した地震）の調査

・詳価において9個の地震を、また、活断層の分布状況（活断層による地
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震）の調査・評価において 18個の地震を、それぞれ検討用地震の候補山

として抽出した（図 5）。参加入は、後記イの審査における原子力規制委

員会の指摘を受けて、最終的に、地震規模（マグ、ニチュード）と敷地から

の震央距離の関係から、特に敷地に影響を及ぼす地震として、 「F0-A 

～F 0 B～熊川断層による地震」及び「上林川断層による地震」を検討

用地震として選定した山（以上につき、乙第 17 7号証 15ページ、参加

入準備書面（！）第 5の 1(2) . 8 5及び86ページ、丙第4号証6-5 9 

ページ、 丙第5号証7及び8ページ）。

なお、参加入は、プレート問地震については、敷地周辺地域では、プレ

ート問地震の可能性があるものとして、 18 5 5年遠州灘の地震や 19 0 

6年三重県沖の地震が発生し、また、南海トラフに沿ってMSクラスのプ

レート問地震が繰り返し発生しているが、これらの地震はいずれも敷地か

ら20 0 k mを超える範闘で発生しており、敷地へ及ぼす影響は大きくな

いとして、検討用地震を選定しなかった。また、海洋プレート内地震につ

いても、沈み込んだフィリピン海プレート内で発生したと考えられる陵域

のやや深い地震や海溝軸周辺で発生した地震は、いずれも敷地へ及ぼす影

響は大きくないとして、検討用地震を選定しなかった（以上につき、乙第

1 7 7号証 15ページ、丙第5号証2ページ、原審における被告第24準

備書面第2の3(2）ア・ 29及び30ページ）。

*23なお、参加， J立、敷地近傍において、 4条のリニアメントを抽日：Iしたが、これらのリニア
メントについて調査を実施した結果、震源として考慮する活断層は認められないと評価した。
また、参加人は、敷地において、台場浜トレンチ調査により認められた破砕部、鋸崎の海食
j河上部の輝緑岩中の破砕帯、放水口西棋rjの細粒石英関緑岩と輝緑岩との境界の破砕帯及び台
場浜岩礁付近の破砕帯を確認したが、これらについては分布が局所的であること、変動地形
は認められないこと等から、震源として考慮する活断罵は認められないと評価した（以上に
つき、乙第 17 7号証 l3及び 14ページ）。

キ24なお、 「上林川断層による地震j に係る参加入の評価内容等に関する説明の詳細は、原審
被告第24準備書面第2 ( 2 4ないし42ページ）及び控訴理出書第4 ( 6 4ないし 93ペ
ージ）で述べたとおりである。
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［図5 敷地周辺の活断層の分布（関西電力資料（平成29年4月 14日）に一部加筆）

イ 原子力規制委員会の審査

参加入は、当初、 F0-A～F 0-B断層と熊川断層について、これら

の同時活動を考慮する必要はないと評価していたが、これに対し、原子力

規制委員会は、敷地の前面に存在するF0-A～F 0-B断層と熊川断層

との聞に断層の有無が不明瞭な区間が相当あり、 連動破壊を否定すること

は難しいことから、検討用地震の選定に際しては、敷地に与える影響が大
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きくなるよう、 F0-A～F O-B断層と熊川断層が連動する場合を考慮

することを求めた（乙第 17 7号証 15ページ）。

これを受けて、参加入は、主として、平成25年10月2日、同年 11 

月1日及び同年 12月 18日にそれぞれ開催された原子力規制委員会の各

審査会合（第 27問、第41回及び第 59回）において、 F0-A～F 0 

B～熊川断層の三連動について連動破壊を完全に否定することができる

かという観点から、実施した海上音波探査及び追加ボーリング調査等の結

果を説明し、そのうち、第27回及び第41回の各審査会合においては、

外部の専門家（岡村行倍氏及び岡村民氏）川も交えて質疑応答が行われた

（乙第24 3号証、乙第 28 9号証及び乙第 29 0号証）。その結果、参

加人は、第 59回審査会合において、各種の調査結果から、基本的にはF

0-A～F 0-B断層の二連動の連動破壊を考慮することで十分であると

しつつも（乙第24 3号証 77ページ）、 「なかなか 3連動の有無につき

ましでも、我々、調査をもうし尽くした感がござ、いまして、これ以 t分析

はしたところで、不確実さを 100%活動しないという御理解を得るには、

少し時間がかかる可能性もありますし、 （中略）私どもとしては十分な不

確かさを 71ページ（引用者注：乙第24 2号証71ページを指す。）で

見ているというふうに考えてございまj すと述べ（前記第59同審査会合

における参加人の担当者の発言（乙第24 3号証78ページ））、飽くま

で、 F0-A～F 0-B断層の二連動を検討用地震として選定するとして

いた。しかし、原子力規制委員会からの前記のF0-A～F 0 お断層と

熊川断層との問に断層の有無が不明瞭な区間が相当あり、連動破壊を否定

することは難しい旨の指織など、それまでの審査会合の経緯を踏まえ、平

キ25I瑚村行信氏は、独立行政法人産業技術総合研究所活断層・地震研究センター長（当時）、
岡村長氏は、 国立大学法人高知大学総合研究センター特任教授（当時）である（乙第28 
9号証 1ページ）。
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成26年5月9日の第 11 1同審査会合において、三連動を考慮、し、 「F

0 A～F 0-B～熊川断層による地震j を検討用地震に選定する旨説明

した（乙第 25 4号証7ページ）。

すなわち、参加入は、 F0 A～F 0-B～熊JIi断層の三連動の連動破

壊を完全に否定できるかという観点から調査を尽くし、その調査結果から

FO-A断層と F0-B断層の二連動の考慮で十分であるという結論を得

ていたものの、専門家も交えた審査会合での原子力規ffjlj委員会との議論を

通じて、最終的には、安全似tlに配慮して「F0 A～F 0-B～熊川断層

による地震Jを検討用地震に選定することとしたものである。その結果、

検討用地震の断層の長さは、 F0-A～F 0 Bの二連動の場合は約 35 

kmであったのに対し、 F0-A～F 0-B～熊川断層の三連動の場合は

約 63 4k mとなり、検討用地震の断層の長さは約 1. 8倍となった

（乙第244号証4ページ、丙第5号証7ページ）。

前記のとおり、原子力規制委員会は、検討用地震の選定に際して、 F0 

-A～F 0-B断層と熊川断層は連動していないとする参加入の評価に対

し、審査会合において追加の調査等を求め、その結果を踏まえ、外部の専

門家も交えて議論を行った。その上で、原子力規制委員会が、それで、もな

お、連動破壊の不確実性を完全には拭えず、 F0-A～P O-B断層と熊

川断層との聞に断層の有無が不明瞭な区間が相当あり、連動破壊を否定す

ることは難しい旨の指摘をするなどした結果、参加入は、 F0-A～F 0 

-B断層と熊川断層が連動することを前提として検討用地震を選定したも

のである。このような経緯に照らせば、原子力規制l委員会が、検討用地震

の選定に際して、これを慎重に検討していたことは明らかである。そして、

原子力規制委員会は、前記のF0 A～F 0-B～熊川断層の連動に係る

評価を含め、参加入が実施した検討用地震の選定に係る評価は、活断層の

性質や地震発生状況を精査し、既往の研究成果等を総合的に検討すること
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により検討用地震を複数選定するとともに、評価に当たっては複数の活断

層の連動も考慮していることから、設置許可基準規則の解釈日lj記2の5の

規定に適合していることを確認した（乙第 17 7号証 15及び16ページ、

原審における被告第24準備書函第2の3(3）・ 32ページ）。

なお、後記4のとおり、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動J

に基づく基準地震動の策定においては、参加入が選定した前記アの検討用

地震のうち「F0-A～F 0 B～熊JII断層による地震」が本件発電所の

敷地に大きな影響を及ぼす地震となることから（「F0-A～F 0 B～ 

熊JII断層による地震Jによる地震動がSs 2ないしSs 1 7の基準地

震動として策定されている。）、後記（3）では、 「F0-A～F 0-B～ 

熊川断層による地震Jの地震動詳細に限定して詳述する。

(3）地震勤評価

ア 震源モデルの設定

参加入は、 「応答スペクトルに基づく地震動評価J及び「断層モデルを

用いた手法による地震動評価Jを実施するに当たり、その前提として、

IFO A～F 0-B～熊川断層による地震Jの基本震源モデル（基本ケ

ース）の設定につき、主に、断層形状（断層長さ、断層幅）及びアスペリ

l
 

qく

υ



ティ（脚注 10参照）の位置について、不確かさを考慮した保守的な設定

をしている（図6）。

へ（※便宜上、震源断層面を織に寝かせてi苗圃）

FO-A～F0-8断10

aヱ

伺.・..........・ 
断面図

－ ．．， 』ー

［基本ケ｝ス］
α!Ji層長さの保守性： 2溜 lr*B連動
α頒居申書の保舟性：上端深さ41<rr、・下端深さ181明、司上錆深さ3l<m・下端深さ1日片n

ノl I Oヂスベリティ位置の保守性：断厄面のヰ吹配軍司断層面の量も浅い位置

断層配置図

［図6 「F0-A～F 0-B～熊川断層による地震Jの基本震源モデル（基本ケース）

...凋伽・

における断層配置図及び断面図（関西電力資料（平成29年4月 14日）に一部加筆） 】

具体的には、まず、 参加人は、断層形状（断層長さ、断層幅）のうちの

断層長さについて、前記（2）イのとおり、原子力規制委員会による指摘を

受けて、より保守的にF0-A～F 0-B～熊川断層の連動を考慮し、そ

の結果、その区間の断層長さを 63. 4 km （地質調査結果に基づく申請

時の断層長さの約 1.8倍）と設定した（詳細については、原審における

被告第33準備書面第4の1(2）イ （Y）・52ないし54ページ参照） 。

また、参加入は、断層形状（断層長さ、断層幅）のうちの断層幅につい

て、申請当初は、調査結果を基に、地震発生層の上端深さを4kmと設定

していたが、原子力規制委員会による指摘を受けて、不確かさを考慮して、

上端深さの設定を3kmに変更した（乙第 17 7号証 18ページ）。そし

て、参加人が設定した地震発生層の下端深さが18 k m、断層傾斜角が9

0 0 ・であることから、前記上端深さの設定を踏まえると、断層幅は 15 k 
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mとなり、上端深さの不確かさを考慮したことにより断層幅が lkm大き

く設定されたほか、上端深さがより地表側に接近して設定された結果、後

記のアスペリティの位置もより地表側に接近することとなり、より地震動

を大きくするものとなった（詳細については、原審における被告第33準

備書面第4の1(2）イ（イ）・ 54及び55ページ、同書面第4の2(2）・ 5

8及び59ページ参照）。

さらに、参加入は、アスペリティの位置につき、推本レシピ（後記ウ

(Y) ）どおりに各断層の中央付近に配置するのではなく、各断層ごとに、

本件発電所の敷地との水平距離が最も近くなり、かっ各断層の土端に接す

る（つまり震源断層面内で最も浅い）位霞に配置することとしている（丙

第5号証70、79、 1 1 0及び 11 2ページ参照）。このようなアスペ

リティの配置は、評価地点（基準地震動については敷地直下の解放基盤表

面）における地震動が最も大きくなると考えられる位置である（詳細につ

いては、一審被告控訴理由書第4の2(2）イ（イ）及び（ウ）・ 75ないし 77 

ページ並びに原審における被告第 33準備書耐第4の1(2）ア・ 49ない

し51ページ参照）。

このように、 「F0 A～F 0-B～熊川断層による地震Jは、基本震

源モデル（基本ケース）の設定の段階から、断層形状及びアスペIJティの

位置の設定について不確かさを考慮した保守的な設定がされているところ、

参加入は、これを前提に、以下のとおり、 「応答スペクトルに基づく地震

動評価J （後記イ）及び「断層モデルを用いた手法による地震動評価J

（後記ウ）を行っている。

イ 応答スペクトルに基づく地震動評価

(7）設置許可基準規則等の定め

設置許可基準規則の解釈別記2の5二④ i）は、 「応答スペクトルに

基づく地震動評価j （図 7）に関して、検討用地震ごとに、適切な手法
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を用いて応答スペクトルを評価の上、それらを基に設計用応答スペクト

ルを設定することを要求している（乙第 11 3号証 13 4及び13 5ペ

ージ）。

ここでいう「応答スペクトルに基づく地震動評価j とは、評価地点に

おいて想定される地震動を経験的に算出するもので、いわゆる「距離減

衰式Jに代表される、地震のマグニチュードと震源又は震源断層からの

距離の関係から地震動特性を評価する手法であるところ（榔注 12参

照）、設置許可基準規則の解釈別記2の5二④ i）は、検討用地震ごと

に、適切な手法（審査実務上は、地震のマグニチュードと震源又は震源

断層からの距離の関係式を用いるのが一般的である。地震動審査ガイド

「I. 3. 3. lJ ・乙第 52号証4ページ参照。）を舟いて応答スペ

クトルを評価し、更に、評価された検討用地震ごとの応答スペクトルに

基づき、設計用応答スペクトルを設定することを要求している。

また、前記（！）イのとおり、設置許可基準規則の解釈別記2の5二⑤

では、 「応答スペクトルに基づく地震動評価J （図 7）に関して、基準

地震動の策定過程に伴う各種の不確かさについては、敷地における地震

動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータについて

分析した上で、必要に応じて不確かさを組み合わせるなど適切な手法を

用いて考慮することが求められている（乙第 11 3号証 13 5ページ）。
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距櫨減衰式
｛経験式｝

［図7 「応答スペクトルに基づく地震動評価」の概念図］

（イ） 参加人による評価

参加人は、 「F0-A～F 0-B～熊川断層による地震Jについて、

9個の距離減衰式（内山 ・翠川 （2006）の関係式、片岡ほか（ 2 0 

0 6）の関係式、 Abrahamson and Si Iva (200 

8）の関係式等の応答スペクトル距離減衰式）に基づき応答スペクトル

を設定し、地震動評価を行った（図 8）。もっとも、参加人は、前記

(2）アのとおり検討用地震を選定したところ、 「F0-A～F 0-B～ 

熊川断層による地震」 （断層長さ 63. 4 k m、マク、ニチュード＇7.8、

等価震源距離126l 1. 0 km）が敷地に近く、震源断層の破壊過程が地

震動評価に大きな影響を与えると考えられることから、 「断層モデルを

用いた手法による地震動評価Jの結果を重視することとしは7、距離減衰

式によって求めた応答スペクトル（「応答スペクトルに基づく地震動評

*26 等価震源距離とは、ある広がりを持つ断層面（面震源）をそれと同じ（等価な）エネル

ギーを放つ点震源に置き換えた場合の評価地点との仮想的な距離をいう。

キ27 地震動審査ガイド「 I.3. 1 (2）」では、震源が敷地に近く、その破壊過程が地震動評価

に大きな影響を与えると考えられる地震については、後記ウの断層モデルを用いた手法が重

視されている必要があるとされている （乙第 52号証3ページ）。
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価J）は、飽くまで「断層モデルを用いた手法による地震動評価Jの妥

当性を検討するために用いるものとした。

なお、参加入は、前記アのとおり、 F0 A～F 0 B～熊川断層の

「応答スペクトルに基づく地震動評価」に用いる基本震源モデル（基本

ケース）につき、断！詩形状及びアスペリティの位置について保守的な設

定をしたほか、前記（Y)で述べた設置許可基準規則の解釈別記2の5二

⑤（乙第11 3号証 13 5ページ）の記載を踏まえ、前記断層が本件発

電所敷地の近傍にあり、断層の｛頃射角の違いが地震動評価に影響を及ぼ

し得ることから、不確かさを考慮するケースとして、地域特性の調査・

評価において 90 °と評価した傾斜角を 75 °としており、これにより、

地下の震源断層而と本件発電所の敷地との距離が近づき、地震動がより

大きくなる（以上につき、乙第 17 7号証 16及び17ページ、参加入

準備書面（！）第5の2(2）イ・ 94ないし 97ページ、丙第4号証6 5 

-1 1及び6-5-12ページ、丙第5号証 63ないし 65ページ）。
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の応答スペクトルに基づく

地震動評価の結果（関西電力資料（平成29年 4月 14日））］

「F0-A～F 0-B～熊川断層による地震J［図8

断層モデルを用いた手法による地震勤評価ウ

(7)設置許可基準規則等の定め

評価地点において「断層モデルを用いた手法による地震動評価Jは、

想定される地震動を数値シミュレーションにより解析的に算出するもの

その震源断層面にアスペリティ地下深部に震源断層面を設定して、で、

揺れが伝これが次第に破壊し、ある一点の破壊開始点から、を配置し、

わっていく様子を解析することにより地震動を計算する評価手法であり 、

（乙第 14 地震の発生メカニズム等を反映した地震動評価が可能である

勺
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－

n
4
d
 

。7号証25 5ページ）



地震動審査ガイド「 I. 3. 3. 2 (4）①1）」では、震源特性パラメー

タの設定に関し、 「震源断層のパラメータは、活断層調査結果等に基づ

き、地震調査研究推進本部による『震源断層を特定した地震の強震動予

測手法』 （引用者注：推本レシピのことを指す。）等の最新の研究成果

を考慮し設定されていることを確認する。」 （乙第52号証4及び5ペ

ージ）として、震源特性パラメータが推本レシピ等の最新の研究成果を

考慮、し設定されていることを確認する旨が記載されている（推本レシピ

の意義及びその合理性については、原審における被告第27準備書面第

1 (8ないし 16ページ）で述べたとおりである。）。

また、前記 (1）イのとおり、設置許可基準規則の解釈別記2の5二⑤

では、 「断層モデルを用いた手法による地震動評価J （図 9及び図 1

0）に関して、基準地震動の策定過程に伴う各種の不確かさについては、

敷地における地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパ

ラメータについて分析した上で、必要に応じて不確かさを組み合わせる

など適切な手法を用いて考慮することが求められている（乙第 11 3号

証 L3・ 5ページ）。

［図 9 「断層モデルを用いた手法による地震動評価」の概念図】

n
y
u
 

q4υ 
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［図 10 震源断層モデルと震源特性パラメータの概念図（久田嘉主主資料

(ht tps: //www. se i n2 L i p/Techn i cal Contents/His ad a/Hi sadaO 102. aspx）に一部加筆）］

（イ）参加人による評価

参加人は、 「F0-A～F 0-B～熊JII断層による地震j の「断層モ

デルを用いた手法による地震動評価」において、前記（Y)で述べた地震

動審査ガイド「 I 3. 3. 2 (4）①1 ) Jに示された推本レシビ等を参照

して、基本震源モデル（基本ケース）及び不確かさケースの震源特性パ

ラメータを設定し（図 11及び表 1）、地震動評価を行った（図 12) 

（丙第4号証6-5-75ページ、丙第5号証66ページ。震源特性パ

ラメータの設定については、参加入準備書面 (1）第 5の3(2）イ（Y)・1

0 9ないし 11 9ページ参照。）。

このうち、参加入は、基本震源モデル（基本ケース）につき、断層形

状（断層長さ、断層幅）及びアスペリティの位置について不確かさを考

慮した保守的な設定をした（前記ア参照）。

また、参加入は、不確かさケースとして、①短周期の地震動レベルを
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基本震源モデル（基本ケース）の 1. 5倍としたケース、②断層傾斜角を

7 5 °としたケース、③すべり角を 30 °としたケース、④破壊伝播速

度を引き上げたケース、⑤アスペリティを 1か所に寄せ集め、大きなー

塊としたもの（正方形のケースと長方形のケースとがある）を敷地近傍

に配置したケースをそれぞれ設定した。そして、①については、アスペ

リティの応力降下差（脚注 11参照） 6. a aをl. 5倍（結果として、

これに比例する短周期レベル削Aの値も 1. 5倍）するのと同じ効果と

なるような地震動の計算を行うことになること、②については、震源断

層面がより敷地に近づくことになる上、断層が傾斜した分だけ断層i隔が

長くなり、その分だけ震源断層面積も大きくなること、③については、

すべり角を 00 としていた基本震源モデル（基本ケース）と比べて、断

層が斜め方向にすべることになり、これにより地震波が大きくなる可能

性があること、④については、断層破壊がより速く広がることにより、

評価地点が破壊の伝播方向に位置する場合には、より短い時間に多くの

地震波が評価地点に到達し、地震波の振幅が増大すること、⑤について

は、アスペリティの配置の不確かさを考慮することになること等の理由

から、いずれもより保守的な地震動評価に寄与するものである（詳締に

ついては、一審被告控訴理由書第4の3(I)ないし（5）・ 81ないし 86 

ページ参熊）。

なお、前記④破壊伝播速度を引き上げたケースについて、当初、参加

人は、推本レシピに示されているGe I I er (1 9 7 2）による経験

式のみを用いて、破壊伝播速度をVr=O. 72(3 （震源域のS波速度

キ28 震源特性のうち、短周期領域における加速度震源スペクトルのレベルを表す値をいう。震

源は様々な周期の揺れを生じさせるが、このうち短い周期の揺れを発生させる能力の大きさ

を表したものである。
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( f3）の 0. 7 2倍）としていたが（乙第29 1号証 17ページ）、原

子力規制委員会が、 Geller (1972）に限定せず、最新の知見

も踏まえて検討するよう求め（乙第 24 3号証88ページ）、さらに、

横ずれ断層であることを考慮することを示唆し（乙第 29 2号証88ペ

ージ）、その結果、参加入は、破壊伝播速度をVr = 0 . 8 7 f3とする

不確かさケースを設定するに至ったものである（乙第29 3号証90ペ

ージ）。

さらに、参加入は、以上にとどまらず、原子力規制委員会が、 P0 

A～F 0-B～熊川断層のような長大な断層が本件発電所の敷地の近く

にあることから、地震動評価には当該断層の震源特性が重大であると考

え、震源特性パラメータの不確かさの考慮についてより慎重な検討を求

めたこと（乙第25 6号証 51ないし 53ページ）を踏まえ、支配的な

パラメータとして短周期側の地震動への影響が大きい短周期の地震動レ

ベルと長周期側の地震動への影響が大きい破壊伝播速度に着目し、これ

ら双方の不確かさを重畳させたケースとして、短周期の地震動レベルを

績ずれ断層と逆断層の違いを踏まえて基本震源モデル（基本ケース）の 1.

2 5倍とし、かっ、破壊伝播速度を引き上げたケースについても設定し

た（乙第 17 7号証 16及び17ページ。詳細については、一審被告控

訴理由書第4の3(6）・ 87及び88ページ参照。）。
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敷地ごとに震源を特定して策定する地震動
（検討用地震） ①FO・A～FO・B～熊Jll断層による地震 ②上林川断層による地震

震源を特定ぜず
策定する地震動

• 
i応答スペク卜 ！
！ ルに基ゴ〈 ！ 
i地震勤評価 i

．レ
断層モデルを用いた手法
に基づく地震動評価

震源特性パラメータの設定

震源断層形状

＜不確かさ反映・保守的設定＞

「基本ケースJ
十・・ふ①断層長さ： 3通勤（63.4刷）

! ! I 切 断層稲：品取：3机下蝋深さ：印刷
‘1.i ... J d・－－－③アスペリティ位置 ：断層面の騒ち浅い位置
L. ... : . 

l .i j I f不確かさケースj向

震源断層面積 I Ii「十汁一α調期の地震動レ代ル （1例 措）

ーー［寸士Z言宗iI ~ i し4・・・1②断層僻M角 （90°-+75。）

その伽 L」」空説」.11.l...JI ＞~~龍谷3＜~~） 7 2~~~： 8 7fl)" 
パラメータ j• 三·····三三三二を三三一一三J I・ ・n孟

プー－ー－~竺？士一一1 I' ・ I l⑤アスペリテイ配置（断層ご訂正7示存；｝芯五高言喜一iI! i 11..＇三すべてのアスペリテイをー塊として敷地聞こ師、敷地八の
Iii I 影留が大きくなるよう2つの形状を股定

司レ ! i ·······t・－ ⑥不確かさの重畳 ｛鯛期のl眼品川~1.25倍＋＠
i ! I 磁楓伝情温度0. 8 71l）災

地震動評価 N・1 I ※P・地置発生届のS波速度（k耐．ι 
ーーーーーーーー・J （注｝『不確かさケースJI主、「基本ケース』の地震動評価結果

をもとに、さらに保守性を確保するため、震源4毒性パラ

基準地震動

メー告をより厳しい結果が出る値にIll:定すること、又は地
震動評価総集そのものを大きくすることを行ったもの．

｛図11 「F0-A～F 0-B～熊川断層による地震Jの地震動評価他

（原子力規制庁 （令和 3年 2月3日）） ｝
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FO・A～FO・B～熊川断層の地震勤評価ケース

考慮した不確かさ 地短広周動期レベのル
断陪・

すべり角
破i裏伝倍速度

アスペリティ配置 破i裏開始点
傾斜角 Vr 

基本ケース 平均 90° o・ V戸0.72f3 
①断層ごとに

9箇所敷地近傍に配置

短周期のt也広動レベル 平均川5倍 90。 o・ V戸 0.72f3 。〕断層ごとに 9箇所
敵地近傍に配置

断陪傾斜角 平均 75' o• V戸 0.72β
①断層ごとに 9箇所
敷地近傍に配置

すベり角 平鈎 90° 30目 V戸 0.72f3 ①断層ごとに 9箇所
敷地近傍に配置

破1裏伝t高速度Vr 平均 90° o・ Vr-=0.87 f3 ①断層ごとに 9箇所
数地近傍に配置

平均 90° o・ V戸 0.72f3 2敷地近傍に
5箇所

一城（正方形）
アスペリティ配置

3敷地近傍に
平吻 90° o・ V戸 0.72β

一機｛長方形）
5箇所

短周期の地震動レベルお
①断層ごとに

よぴ磁縫｛云箔速度Vrの不 平均×1.25倍 go• o・ V戸 0.87/3 
敷地近傍に配置）

9箇所
確かさの組合せを考慮

仁コ ・不確かさを独立して考慮するパラメ一世 仁コ ・不施かさを重量して考慮するパラメ－$1

【表 1 「F0-A～F 0-B～熊川断層による地震j の地震動評価ケースの一覧

（関西電力資料（平成29年 4月14日）） ）
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水平方向（実線・NS方向、破線。 EW方向）

の断層モデルを用いた手法による地

の結果（関西電力資料（平成29年4月14日）） ］

IFO- A～F 0-B～熊川断層による地露」

震動評価（基本震源モデル（基本ケース））

［図12 

原子力規制委員会の審査結果エ

震源モデルの設定に際原子力規制委員会は、前記アないしウのとおり、

参加人に対して地震発生層の上端深さについて更なる検討を求め、して、

上端深さの設定を 4kmから3k mに変更した。参加人は、これを受け、

破壊伝播「断層モデルを用いた手法による地震動評価Jにおいて、また、

7 2 {3として参加人が破壊伝播速度をVr = 0. 当初、速度については、

最横ずれ断層であることを考慮し、原子力規制委員会は、いたのに対し、

破壊伝播新の知見を考慮、して検討するよう求め、

8 7 {3に引き上げる不確かさケースを設定した。

参加人は、これを受け、

さらに、

よ震源特性パラメーlタの不確かさの考慮について、
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速度をVr = 0. 

原子力規制委員会は、



り慎重な検討を求め、これを受け、参加人は、不確かさを重畳したケース

として、短周期の地震動レベルを 1. 2 5倍とし、長周期保uの地震動への

影響が大きい破壊伝播速度を引き上げたケースについても設定した。この

ように、原子力規制委員会は、震源モデルの設定に関して、不確かさの考

慮がされていることについて、慎重に確認したものである。

以上を前提とした上で、原子力規制i委員会は、参加入による前記イ及び

ウの地震動評価に関し、参加人が実施した「敷地ごとに震源を特定して策

定する地震動Jについては、検討用地震ごとに、不確かさを考慮して「応

答スペクトルに基づく地震動評価J及び「断層モデルを用いた手法による

地震動評価Jに基づき策定していることから、設置許可基準規則jの解釈別

記2の5の規定に適合していること及び地震動審査ガイドを踏まえている

ことを確認した（乙第 17 7号証 18ページ）。

3 「震源を特定せず策定する地震動」評価について（原審における被告第 24 

準備書面第2の4・38及び39ページ参照）

(1)設置許可基準規則等の定め

ア 前記第 3の2(2）のとおり、設置許可基準規則の解釈別記2の5三は、

「震源を特定せず策定する地震動」について、震源と活断層を関連づける

ことが困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍における

観測記録を収集し、これらを基に、各種の不確かさを考慮して敷地の地盤

物性に応じた応答スペクトルを設定して策定することを求めている。

この点、前記2で述べた「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動J

は、当該発電用原子炉施設の設置位置周辺の地域的な特性を含めて地震波

の伝播経路等に応じた諸特性を十分に考慮するため、詳細な調査を実施し

た上で策定される地震動である。しかし、例えば、地震の規模が小さい場

合、震源断層が地震発生屑の中にとどまり、地表までずれが及ばないため

に、地表に明瞭な痕跡を示さないことがあり（図 13のうち、左側の二つ

-45 



の震源断層の場合が典型的な場合である。）、敷地周辺の状況等について

詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍において発生する可能性のある内

陸地殻内の地震の全てを事前に評価 し得るとは言い切れない。

「震源を特定せず策定する地震動Jの地震像

震源を特定できない地震 I 震源を特定できる地震

地表に明瞭な痕跡が見られない

全国共通に考慮すべき
地震（Mw6.S未満）

短い ＜ 活断層長さ ＜ 長い （地表）

（ ~11 3 「震源を特定せず策定する地鐘動」の藤源像（震源断層の断面図を示す） ］

そこで、前記第 3の 2(2）のとおり、設置許可基準規則の解釈別記2の

5三は、敷地周辺の断層への配慮に万全を期すという観点から、敷地近傍

における詳細な調査の結果いかんにかかわらず、全ての発電用原子炉施設

の敷地（対象サイト）において共通して考慮すべき地震動という位置付け

で、 「震源を特定せず策定する地震動」も基準地震動を策定するに当たっ

ての検討対象として策定することを求めている（以上につき、乙第 14 7 

号証24 7ページ） 。

このように、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」と「震源を

特定せず策定する地震動」は、双方の地震動を互いに補い合うように相補

的に考慮することによって：多角的視点から当該原子炉施設の敷地で発生

する可能性のある地震動を考慮することができるものである（地震動審査

ガイド「 I. 2 . (4）」 ・乙第52号証2ページ参照） 。

イ 前記第 3の 2(2）のとおり、 「震源を特定せず策定する地震動」の地震

-46 -



像は、いわゆる「震源を予め特定しにくい地震Jに当たることから、 「敷

地ごとに震源を特定して策定する地震動Jとは異なり、事前に震源及び規

模を特定して断層モデルを設定することは困難である。そのため、前記ア

のとおり、 「震源を特定せず策定する地震動Jは、 「震源と活断層を関連

づけることが図難な過去の内陵地殻内の地震についτ得られた震源近傍に

おける観測記録を収集し、これらを基に、各種の不確かさを考慮して敷地

の地盤物性に応じた応答スペクトルを設定して策定するJ必要がある（設

置許可基準規則lの解釈別記2の5三・乙第 11 3号証 13 5及び13 6ペ

ージ）。

このように、 「震源を特定せず策定する地震動j の策定に当たっては、

「震源と活断層を関連づけることが困難な過去の内陵地殻内の地震」を検

討対象地震として選定することとなるが、その選定においては、地震規模

のスケー 1）ング（スケーリング則が不連続となる地震規模）の観点から、

「地表地震断層が出現しない可能性がある地震削Jを適切に選定するほか、

「事前に活断層の存在が指摘されていなかった地域において発生し、地表

付近に一部の痕跡が確認された地震刊についても検討を加え、必要に応

じて選定するのが一般的である（地震動審査ガイド「 I.4.2.lJ

乙第 52号証7ページ）。地震動審査ガイド表 1 「収集対象となる内陸

地殻内の地震の例Jでは、これらの地震と考えられるものを例示している

*29 r地表地震断層が出現しない可能性がある地震Jとは、断層破壊領域が地震発生層の内部
に留まり、国内においてどこでも発生すると考えられる地震で、震源の位置も規模もわから
ない地震として地震学的検討から全国共通に考慮すべき地震（震源の位置も規模も推定でき
ない地震（Mw6. 5未満の地震））である（地震動審査ガイド「 I. 4. 2. 1 1解説
(1)・乙第52号証 7及び8ページ）。

会30 「事前に活断層の存在が指摘されていなかった地域において発生し、地表付近に一部の痕
跡が確認された地震Jとは、震源断層がほぼ地震発生層の厚さ全体に広がっているものの、
地表地震断層としてその全容を表すまでには至っていない地震（震源の規模が推定できない
地震（Mw6. 5以上の地震））である（地震動審査ガイド「 I.4.2.lJ解説（2）・
乙第52号証8ページ）。

ワ
t

8
4
i
 



（表2。乙第 52号証 8ページ）。
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13 2004jt古車道関鍋支庁雨鯵地事長 ID04/12/14, 14：切 ll11!i. 7 
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｛表2 収集対象となる内陸地殻内の地震の例（地震動審査ガイド表ー1に一部加筆）］

そして、 震源と活断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内地震

について得られた震源近傍の観測記録は、それらの地震が発生した周辺地

域の伝播特性により影響を受けていることから、 「震源を特定せず策定す

る地震動Jによる基準地震動の策定に当たっては、当該観測記録につき、

まずは、解放基盤表面より上部の地震波の伝播特性の影響を排除して、観

測記録に基づく地震波（観測波）を解放基盤表面における地震波（解放基

盤波）に引き戻した上で山、観測記録に基づく解放基盤波（はぎとり波）

を、対象の原子力施設の解放基盤表面にスライ ドさせて基準地震動を策定

することになる（図 14）。

す31解放基盤表面の上部をはぎとった状態になるように解析をすることから 「はぎと り解析J
といい、はぎとり解析をした場合の解放基盤表面における地震波を 「はぎとり波Jという。
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解放基盤波
（はぎとり波）

観測波
（地表波）

、－ヱかげ
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抑
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浅部地盤構造

周期

観測波（地表波）

観測地点
地盤構造

【原子力サイト】

「藤源、を特定せず策定する地麓動Jの地震動評価の概念図｝

【観測サイト】

［図 14 

(2）参加人による評価

「震源を特定せず、策定する地震動」について、 地震動審査ガイ参加人は、

を収ドに例示された収集対象となる内陸地殻内地震の観測記録（前記表 2)

2 0 0 0年鳥取県西部地震5以上の地震については、Mw6. 集した上で、

5未満の地震Mw6. を地震観測記録の収集対象地震として選定し、他方、

については、収集した観測記録を基に敷地に及ぼす影響の大きいものとして、

このうち、震源近傍の地震観測点において信頼性の高い基

2 0 0 4年北海道留萌支庁雨部地盤地震動が推定されていることを根拠に、

震を選定し、各種の不確かさや本件発電所敷地の地盤特性を考慮して、

5地震を抽出し、

「震

の評価をした（図 15、乙第 17 7号証 19 源を特定せず策定する地震動J

ページ、丙第4号証6-5-13ないし 6-5-15ページ、 丙第5号証 1

2 3ないし 12 9ページ及び丙第6号証。詳細については、原審における被
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1 3 9ページ及び参加人準備書面（！）第6・告第 24準備書面第2の4(2) 

' ＂同

!000 

。2 6ないし 13 4ページ参照。

h命的
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鉛直方向水平方向

幽幽・S＜…1

仰抑制S<-18（羽田年鳥取県西部地置・賀祥ダムの＂録〉

開問Ss-19(2004年北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動）

の地震動評価の結果

（関西電力資料（平成 29年4月 14日））］

「震源を特定せず策定する地震動j［図 15 

(3）原子力規制委員会の審査結果

「震源を特定せず策定する地震参加人が実施した原子力規制委員会は、

過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍にの評価について、動」

各種の不確かさ及び本件発電所敷地の地盤物性をおける観測記録を精査し、

設置許可基準規則の解釈別記2の5の規定考慮して策定していることから、

。に適合していることを確認した（乙第 17 7号証 19及び20ページ）

3 （原審における被告第 24準備蓄面第2の5基準地震動の策定について4 
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9ないし 41ページ参照）

( 1 ）参加人による評価



前記2及び3の地震動評価結果を受けて、参加入は、施設の耐震設計に用

いる基準地震動について、敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方

向の地震動として基準地震動Ss -1ないしSs -1 9を策定した。

具体的には、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動Jとして、 「応

答スペクトルに基づく地震動評価j の結果を踏まえて、設計用応答スペクト

ルである基準地震動Ss 1 （最大加速度：水平方向 70 0 cm/ s 2、鉛

直方向 468cm/s2）を、 「断層モデルを用いた手法による地震動評

価」の結果のうち一部の周期帯で基準地震動Ss 1の応答スペクトルを上

回る 16ケースの基準地震動Ss-2ないしSs -1 7 （最大加速度：水平

方向 856cm/s人鉛直方向 61 3 cm/ s 2）を、それぞれ策定した

（表3、乙第 17 7号証20ページ）。

また、 「震源を特定せず策定する地震動Jとして、一部の周期帯で基準地

震動Ss -1の応答スペクトルを上回る 20 0 0年鳥取県西部地震における

賀祥ダムの観測記録による地震動及び20 0 4年北海道留萌支庁南部地震を

考慮した地震動による基準地震動Ss -1 8及びSs -1 9 （最大加速度：

水平方向 620cm/s人鉛直方向 48 5 cm/ s 2）をそれぞれ策定し

た（表3、同号証20及び21ページ）。



・基準地震動の最大加速度 (cmls2) 

基準地震動 NS方向 EW方向 UD方向

Ss 1 設計用模擬地震波 700 468 

Ss-2 FO”A～FO B～熊川控訴層｛短罵蹴1.5倍ケース・破壊開始点1) 690 776 583 

Ss恥 3 FO A～FO唱～熊川断層（短周期1.5倍ケース・破埴開始点2) 496 826 383 

Ss 4 FO-A～FO B～熊Ill断膳（短周期1.5倍ケース・磁壊開始点3) 546 856 518 

Ss-5 FO-A～FO 8～熊Ill断層（短周期日傍ケース・破壊繍始点4) 511 653 451 

Ss-6 FO A～FO B～熊川断層｛領周期1.5倍ケース・破i車開始点5) 660 578 450 

Ss-7 FO A～FO B～熊川断層（短周期1.5倍ケース・破壊開始点8) 442 745 373 

Ss 8 FO-A～FO 8～能川断層（傾斜角75• ケース・破壊開始点1) 434 555 349 

Ss-9 FO“A～FO B～熊Ill新属（すベり角30・ケース・破壊開始点3) 489 595 291 

Ss-10 FO A～FO-B～熊川断層｛短馬期1.25倍かっVr=0.87βケース・被境開始点1) 511 762 361 

Ss 11 FO-A～FO一日～熊Ill断蟻（鐙賂期1.25僚かつVr=0.87$ケース・破懐開始点3) 658 727 469 

Ss-12 FO A～FO一日～熊Ill断層（短周期1.25倍かつVr=0.87$ケース・破嬢開始点4) 495 546 334 

Ss-13 FO-A～FO B～熊Ill断層（短周期1.25倍かっVr=0.87βケース・破壊開始点的 744 694 380 

Ss-14 FO A～F0-8～熊川断層（短属期1.25倍かつVr=0.87/Jケース・破壊開始点6) 723 630 613 

Ss-15 FO-A～FO B～熊Ill断層（短周期1.25僚かっVr=0.87βケース・破犠開始点7) 685 728 430 

Ss-16 FO A～FO-B～織川断層（短周期1.25儲かつVr=0.87βケース・破境問始点8) 677 753 391 

Ss 17 FO-A～F0-8～熊Ill断層（短周期1.25倍かつV戸0.87βケース・被壊隠始点9) 594 607 436 

Ss-18 2000年鳥取県酋部地震且賀祥ずムの観測記録 528 531 485 

Ss-19 2004年北海道留被支庁南部地震を考慮した地震動 620 320 

［表3 本件発電所の基準地震動の一覧（関西霞力資料（平成29'!'4月 14日））］

(2）原子力規制委員会の審査結果

原子力規制委員会は、前記（！）の参加入による基準地震動の策定に関し、

参加人が、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定

せず策定する地震動j について、敷地の解放基盤表面における水平方向及び

鉛直方向の地震動として基準地震動を策定していることから、設置基準規則

の解釈別記2の規定に適合していることを確認した（乙第 17 7号証21ペ

ージ）。

5 超過確率の参照について

( 1）設置許可基準規則等の定め

前記第 3の2(5）のとおり、設置許可基準規則の解釈別記 2の5四は、基

準地震動の策定に当たり、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動J及

。，，“
F
l
h
d
 



び「震源を特定せず策定する地震動j については、それぞれが対応する超過

確率を参照し、それぞれ策定された地震動の応答スペクトルがどの程度の超

過確率に相当するかを把握することを要求している（乙第 11 3号証 13 6 

ページ）。これを踏まえて、地震動審査ガイドには、前記の超過確率を参照

する際には、基準地震動の応答スペクトルと地震ハザード（脚注20参照）

解析による一様ハザードスペクトル（締注21参照）とを比較するとともに、

当該結果の妥当性を確認するなどとした方針（同ガイド「 I. 6. 1 J ・乙

第52号証9及び10ページ）や、基準地震動の超過確率を適切に参照する

ための確認事項（同ガイド「 I 6. 2 J ・同号証 10及び 11ページ）が

記載されている。

このように、基準地震動の策定において超過確率を参照する趣旨は、基準

地震動を策定する過程で、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動J及

び「震源を特定せず策定する地震動Jについて、それぞれ策定された地震動

の応答スペクトルがどの程度の超過確率に相当するのか、一様ハザードスペ

クトルを使って適切に抱握しているのか否か、また、基準地震動の超過確率

の計算過程等に問題がないかどうかの確認を行うことにより（乙第 14 7号

証29 1ページ）、策定された基準地震動について、地震ハザード評価とい

う別の観点から把握することにある（前記第3の2(5）参照）。

(2）参加人による評価及び原子力規制委員会の審査結果

参加人は、前記4のとおり策定した各基準地震動について、これらの応答

スペクトルと地震ハザード解析による一様ハザードスペクトルとを比較し、

その結果として、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動Jの年超過確

率は 10 4～1 0 5程度（図 16 （なお、同図は、前記各基準地震動のう

ちの基準地震動Ss -1と地震ハザード解析による一様ハザードスペクトル

とを比較した結果を表したものである。））、 「震源を特定せず策定する地

震動」の年超過確率は 10 4～1 0 6程度と評価した（乙第 17 7号証2

内
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1ページ。詳細については、参加人準備書面 (1)第 8の 2・14 3及び14 

4ページ参照。）。

原子力規制委員会は、参加人において、 「敷地ごとに震源を特定して策定

する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について、それぞれが

対応する超過確率を参照し、策定された基準地震動の応答スペクトルがどの

程度の超過確率に相当するかを確認していることを把握した（乙第 17 7号

証21ページ）。
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［図16 基準地震動Ss -1と地震ハザード解析による一様ハザードスペク トルの比較例

（関西電力資料（平成29年4月14日） ）］

6 基準地震動策定に係る原子力規制委員会の判断過程が合理的であること

前記2ないし 5のとおり、参加人は、本件発電所の基準地震動の策定に関し、

当初申請においても、 「敷地ごとに震源を特定Lて策定する地震動J及び「震
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源を特定せず策定する地震動Jについて、本件発電所の敷地及び敷地周辺の地

域的な特性を踏まえて、地震学及び地震工学的見地に慕づく総合的な観点から

不縫かさを多重的かつ多角的に考慮して、敷地の解放基盤表面における水平方

向及び鉛直方向の地震動として基準地震動を策定していたものであるが、さら

に、原子力規制委員会の指摘を踏まえ、 「F0-A～F 0-B～熊川断層によ

る地震Jの基本震源モデル（基本ケース）に関し、当初申請では考慮していな

かったF0 A～F 0-B断層と熊川断腸の三連動を考慮したり（前記2(2) 

イ）、地震発生層の上端深さの設定を 4kmから 3kinに変更したり（前記2

(3）ア）するなどしたほか、不確かさケースの震源特性パラメータの設定にお

いて、不確かさを重畳させたケースとして、短周期の地震動レベルを基本震源

モデル（基本ケース）の 1. 2 5倍とし、かつ、破壊伝播速度を引き上げたケー

スを設定する（前記2(3）ウ（イ））など、より一層の不確かさ考慮をして本件発

電所の基準地震動を策定したものといえることからすれば、かかる基準地震動

の策定は、十分に保守的なものというべきである。そして、原子力規制委員会

の判断が、同委員会の専門技術的な見地に基づき、保守性の要請に配慮した審

査・検討を経てされたものであることも踏まえれば、同委員会の判断は合理的

である。

7 本件発電所の基準地震動の位置付けについて

以上のとおり、基準地震動の策定に当たっては、①各種地質調査を行い断層

の位置、長さ等を決定し、②「応答スペクトルに基づく地震動評価」、③「断

層モデルを用いた手法による地震動評価j の双方を行って「敷地ごとに震源を

特定して策定する地震動j を評価するとともに、別途、④「震源を特定せず策

定する地震動」も評価する。そして、これらの過程一つ一つにおいて、それぞ

れ不確かさを考慮したパラメータ設定をするなどして保守的評価を行うことが

求められているため、策定される基準地震動は必然的に保守的なものとなる

（以上につき、乙第 14 7号証 28 1ページ）。例えば、基準地震動の策定に
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必要な各種パラメータを設定するに当たっては、保守性を確保するため、合理

性を有する地震学等の科学的根拠に基づき不確かさを十分に考慮したパラメー

タを設定することとなるところ、その際、合理的な科学的根拠に基づくことを

前提としつつも、高い安全性が求められる発電用原子炉施設に用いられること

を踏まえ、安全確保の見地から、想定し得る最大規模の地震動を策定すること

となるのである。このように、現行の新規制基準に基づく基準地震動策定は十

分な保守性をもって策定されており、その結果、当該発電用原子炉施設の敷地

において発生を想定し得る最大規模の地震動が策定されることとなる。

この点、本件における基準地震動の最大加速度は表3に記載したとおりであ

る（南北方向は744ガル〔基準地震動Ss -1 3〕、東西方向は85 6ガル

〔基準地震動Ss-4〕、上下方向は61 3ガル〔基準地震動Ss-14〕と

されている問。）が、これは、地震動の強さを便宜的に表すため、基準地震動

の時刻IJ/l震波形について、原子力発電所の場合は、短周期の加速度波形に着目し、

その最大加速度値を示したものである。そもそも地震波形は、様々な周期の波

が重なり合ってできており、かつ、多くの場合、数十秒間続いてその聞に強く

なったり弱くなったりする。一方、構造物は、それ自身の質量と剛性により定

まる回有周期を有しており、構造物に作用する地震動の周期が固有周期に近い

ほど、構造物の揺れ（応答）が大きくなる（いわゆる共振）特徴がある。その

ため、地震動に対する構造物の健全性を評価するに当たうては、地震の最大加

キ32 なお、ここでいう地震動の最大加速度については、これが、硬質地擦である解放基盤表面

における、浅部地下構造による影響がない地震動を前提としていることにも留意する必要が

ある。すなわち、例えば、気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の 1階

に設置した震度計による観測値であり、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどの

ような現象や被害が発生するかを示す指標となるものである。このような地表等に設目撃され

た震度計では、当然、設置場所の浅部地下構造などの影響を受けて地震波が増幅し、大きな

震度が観測されることもあるが、発電用原子炉施設の耐震設計に当たって策定される基準地

震動は、そのような浅部地下構造による影響を受ける前の地震動として策定されているので

ある。
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速度だけではなく、地震動が有する周期成分の大きさと構造物の固有周期との

関係が特に重要になる（以上につき、乙第 14 7号証264、26 5及び27 

7ページ）

そして、前記2ないし 4で述べた基準地震動の策定過程から明らかなとおり

基準地震動は、地震動の最大加速度のみに着眼したものではなく、地震動によ

る構造物の周期ごとの揺れやすさの観点なども総合的に考慮した上で策定され

ているちのである。

第5 結語

以上のとおり、原子力規制委員会は、本件発電所の基準地震動の策定に関し、

参加入が、 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動J及び f震源を特定せ

ず策定する地震動Jについて、本件発電所の敷地及び敷地周辺の地域的な特性

を踏まえて、地震学及び地震工学的見地に基づく総合的な観点から不確かさを

十分に考慮して基準地震動を策定していることから、設置許可基準規則の解釈

別記2の規定に適合していると判断したところ、この点に関する原子力規制委

員会の判断は合理的である。

以上

η
，t
 

「
hu



略称語句使用一覧表

事件名大阪高等裁判所令和3年（行コ）第4号
’発電所運転停止命令義務付け請求控訴事件

控訴人兼被控訴人 （一審被告）国
被控訴人（一審原告） ×1 ほか
控訴人（一審原告） ×5 1 ほか
参加人 関西電力株式会社

略称 基 本 用 きロ五ロ

数字

その者lご発電用原子炉を設置するために必

2号要件
要な技術的能力及び経理的基礎があること
（改正原子炉等規制法43条の3の6第1項
2号）

その者に重大事故（発電用原子炉の炉心の
著しい損傷その他の原子力規制委員会規
則で定める重大な事故をいう。第43条の3
の22第1項において同じ。）の発生及び拡

3号要件 大の防止に必要な措置を実施するために必
要な技術的能力その他の発電用原子炉の
運転を適確に遂行するに足りる技術的能力
があること（改正原子炉等規制法43条の3
の6第1項3号）

発電用原子炉施設の位置，構造及び設備
が核燃料物質若しくは核燃料物質によって
汚染された物又は発電用原子炉による災害

4号要件 の防止上支障がないものとして原子力規制
委員会規則で定める基準に適合するもので
あること（改正原子炉等規制法43条の3の
6第1項4号）

7月27日規制委員会資
平成28年7月27日原子力規制委員会資料
「大飯発電所の地震動に係る試算の過程等

料
について」

51条等
設置許可基準規則51条及び技術的能力審
査基準1.8項の総称

55条等
設置許可基準規則55条及び技術的能力審
査基準1.12項の総称

英字

「壇ほか式J（レシピ（12）式）とレシピ（13）式を
用いてアスペリティ面積比を求める手順であ

(a)Jレート り， Moからスタートし，加速度震源スペクト
ル短周期レベルA,(13）式を経て，アスペリ
ティの総面積Saへと至る実線矢印のルート

地震モーメントの増大に伴ってアスペリァイ
面積比が増大となる場合に，地震モーメント
Moや短周期レベルAlこ基づ、きアスペリティ

(b）ルート 面積比等を求めるのではなく，「長大な断
層」と付記された破線の矢印のとおり， アス
ペリティ面積比を約0.22の固定値に設定
するルート
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面
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面
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33 
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33 



IAEA 国際原子力機関
原審第30準備

19 
書面

JAEA Safety Standards“Volcanic Hazards in 
原審第30準備
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避する区域 書面

PRA 確率論的リスク評価
原審第17準備

24 
書面

Somerville規範
rsomerville et al.(1999)Jにおいて示されたト 原審第16準備

41 
リミングの規範－ 書面

SRCMOD Finite-Source Rupture Model Database 
原審第19準備

43 乙86
書面

S波速度 せん断波速度
原審第24準備

25 
書面

UPZ 
確定的影響のリスクを合理的な範囲で最小 原審第32準備
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あ

第4準備書面別紙3に列記する原子力安全
原審第4準備書

安全審査指針類 委員会（その前身としての原子力委員会を 29 

含む。）が策定してきた各指針
面

発電用軽水型原子炉施設に関する安全設
原審第1準備書

安全設計審査指針 計審査指針（平成2年8月30日原子力安全 13 乙4
委員会決定）

面

設置許可申請書添付書類第八の仕棟及び
添付書類十における運転時の異常な過渡

安全評価上の設定時間
変化及び事故の評価で設定した時間（「発

原審答弁書 23 乙3
電用原子力設備に関する技術基準を定める
省令の解釈について」における「適切な値を
とるような速度」についての解説部分より）
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い
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弁書 書面
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一審被告 控訴人兼被控訴人国
控訴審第1準備
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一審被告控訴理白書
一審被告の令和3年2月5日付け控訴理由 控訴審第1準備

6 
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一審被告第4準備書面
令和4年8月22日付け一審被告第4準備書 控訴審第5準備

4 
面 書面
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入倉孝次郎ほか「地震断層のすべり変位量 原審第18準備

9甲151
の空間分布の検討」 書面

入倉らが執筆した論文である「Applicability
of source scaling relations for crustal 
earthquakes to estimation of the ground 

入倉ほか（2017) motions of the 2016 Kumamoto earthquake 原判決 35 
(2016年熊本地震の地震動の推定に対す
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入倉ほかが執筆した論文である「強震動記

入倉ほか（2014)
録を用いた震源インバージョンに基づ、く国肉

原判決 20 
の内陸地殻内地震の震源パラメータのス
ケーリング則の再検討J

入倉・三宅（2001)
入倉孝次郎氏及び三宅弘恵氏が執筆した

原判決 17 
論文である「シナリオ地震の強震動予測」

M。＝7.5×1018以上1.8×1020(Mw7.4相

入倉・三宅式 当）以下の地震の経験式 M0=(S/4.24 原判決 237 

×1011)2×10-7 

入倉
入倉孝次郎京都大学防災研究所教授（当

原判決 7 
時）

入倉氏 入倉孝次郎京都大学名誉教授
控訴審第1準備

7 
書面

つ
WellsとCoppersmithカt ーした調Xである
「Newempirical relationships among 

ウェルズ、ほか（1994) magnitude,rupture length.rupture 原判決 85 
width.rupture area.and surface 
disola・ ~· .・E・ l

訴え変更申立書
原告らの平成25年9月19日付け訴えの変 原審第3準備書

4 
更申立書 面

平成29年12月

原告らの平成29年9月21日付け訴えの変
25日付け訴え

訴えの変更申立書2
更申立書

の変更申立て 5 
に対する答弁書
（原審）

え

｜日F-6破砕帯と新F-6破砕帯を区別しな
F-6破砕帯

いときは単lこ『F-6破砕帯Jという
原判決 52 ． 

お

大飯破砕帯有識者会合
原子力規制委員会における大飯発電所敷

原判決 53 
地内破砕帯の調査に関する有識者会合
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大飯発電所3号炉 関西電力大飯発電所3号原子炉 原審答弁書 4 

大飯発電所4号炉 関西電力大飯発電所4号原子炉 原審答弁書 4 

小田急大法廷判決
最高裁判所平成17年12月7日大法廷判決 原審第2準備書

9 
（民集59巻10号2645ページ） 面

か

原子力規制委員会設置法（平成24年法律

政正原子炉等規制法
第47号）附則17条の施行後の核原料物 原審第1準備書

24 
第4準備書面で

質， 核燃料物質及び原子炉の規制に関する 面 基本用語を変更
法律

原子力規制委員会設置法附貝IJ18条による
改正法施行後の核原料物質，核燃料物質

第1準備書面か
改正原子炉等規制法

及び原子炉の規制に関する法律 原審第4準備書
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※なお，平成24年改正前原子炉等規制法 面
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と改正原子炉等規制法を特段区別しない場
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改正地質審査ガイド 改正後の地質審査ガイド
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書面

改正地震動審査ガイド 改正後の地震動審査ガイド
控訴審第6準備
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解釈別記2 設置許可基準規則の解釈別記2
一審被告控訴
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理白書

解析値 解析によって求められた値
原審第21準備

46 
書面
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火山ガイド 原子力発電所の火山影響評価ガイド
原審第30準備 4乙179.
書面

片岡正次郎氏らが執筆した論文である「短
片岡ほか式 周期レベルをパラメータとした地震動強さの 原判決 25 

距離減衰式」

神奈川県以遠に居住す 原告 X60 ，原告 X51 ，原告 X62原判決 73 
る原告ら ，原告 X71 の総称

、

釜江氏
釜江克宏京都大学複合原子力科学研究所 控訴審第1準備 ・
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特任教授 書面

釜江意見書（地震モーメ
京都大学名誉教授である釜江克宏氏（地震

原審第31準備
ント）

工学）の令和元年7月22日付け意見書（地
書面

3乙208
震モーメント）

釜江意見書（短周期レベ
京都大学名誉教授である釜江克宏氏（地震

原審第31準備
工学）の令和元年7月22日付け意見書（短 3乙209

ル）
周期レベル）

書面

川瀬委員
川瀬博委員（原子力安全基準・指針専門部

原判決 41 
会の地震等検討小委員会の委員）

川瀬氏 川瀬博京都大学防災研究所特任教授
控訴審第1準備
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書面

川瀬氏報告書
川瀬氏が作成した「経験式と地震勤評価の 原審第33準備

38 乙235
ぱらつきに関する報告書J 書面
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関西電力 関西電力株式会社 原審答弁書 4 

｜き

菊地ほか（1999)
菊地正幸ほか「1948年福井地震の震源パ 原審第20準備

23 乙97
ラメーター」 書面

菊地ほか（2003) Kikuchi et al.(2003) 
原審第19準備

43 乙91
書面

実用発電用原子炉及びその附属施設の技
技術基準規則 術基準に関する規則（平成25年6月28日 原判決 6 

付け原子力規制委員会規則第6号）

実用発電用原子炉及びその附属施設の技

技術基準規則の解釈
術基準に関する規則の解釈（平成25年6月 原審第5準備書

8乙46
19日原規技発第1306194号原子力規制 面
委員会決定）

経済産業大臣が，電気事業法40条に基づ
さ事業用電気工作物が技術基準に適合し

技術基準適合命令 ていないと認めるときにする事業用電気工 原審答弁書 10 

作物の修理，改造，移転，使用の一時停
止， 使用の制限等の命令

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設
置者の重大事故の発生及び拡大の防止に

技術的能力審査基準
必要な措置を実施するために必要な技術的

原判決 211 乙59
能力に係る審査基準（平成25年6月19日
原規技発第1306197号原子力規制委員
会決定）

実用発電用原子炉及びその附属施設の位
原審第5準備書

基準地震動 置，構造及び設備の基準に関する規則4条 13 

3項に規定する基準地震動
面

耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれ
原審第5準備書

基準地震動による地震力 がある地震による加速度によって作用する 16 

地震力
面

基準津波
設計基準対象施設に大きな影響を及ぼすお 原審第5準備書

28 
それがある津波 面

実用発電用原子炉及びその附属施設の位，
控訴審第1準備

規則解釈 置，構造及び設備の基準に関する規則の解 11 乙272

WR 
書面

地震動審査ガイド I.3. 3. 31こ沿った地震
原審第33準備

基本ケース 勤評価上の不確かさが一部考慮されていな 44 

い段階の断層モデル
書面

向上

基本震源モデル
（なお，原審第33準備書面44ページでは， 原審第9準備書

11 
「基本震源モデル」あるいは「基本ケース」と 面
述べている。）

旧F-6破砕帯 昭和60ご年推の7本件各原子炉の設置変更許可
申請時l 定されていたF-6破砕帯

原判決 51 

旧許可処分 発電用原子炉設置（変更）許可処分
原審第32準備

37 
書面

九州電力 九州電力株式会社 原判決 16 
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発電用原子炉施設に関する耐震設計審査
旧耐震設計審査指針 指針について（昭和56年7月原子力安全委 原審第1準備書

員会決定） 面

行訴法 行政事件訴訟法 原審答弁書 4 

lナ

原告庄b準備書面（1) 原告らの平成2斗年10月16日付け準備書 原審第1準備量
面（1) 面 国 5

原告ら準備書面（2) 原告らの平成24年12月25日付け準備書 原審第2準備童
面（2) 面 日 4

原告ら準備書面（5) 原告らの平成26年3月5日付け準備書面 原審第9準備室
(5) 面 目 6

原企告b準備書豊面（6) 原告らの平成26年6月3日付け準備書面 原審第6準備書
(6) . 面 4 

原告ら準備書面（7) 原告らの平成26年9月9日付け準備書面 原審第7準備室
(7) 面 国 5

原告ら準備書面（8) 原告らの平成26年12月10日付け準備書 原審第9準備室
面（8) 面 国 6

原庄告b準備書面（9) 原告らの平成27年3月12日付け準備書面原審第10準備
(9) 書面 6 

原告ら準備書面（10) 原告らの平成27年6月17日付け準備書面原審第10準備
(10) 書面 6 

原告ら準備書面（11) 原告らの平成27年6月23日付け準備書面 原 審 第10準備
(11) ・ 書面 6

原告ら準備書面（12) 原告らの平成27年9月11日付け準備書面原審第11準備
(12) 書面 5 

原告仲b準備書若島面（13) 原告らの平成27年12月14日付け準備書 原審第12準備
面（13) 書面 5 

原告ら準備書面（14) 原告らの平成28年3月17日付け準備書面 原 審 第13準備
(14) 書面 5 

原告ら準備書面（15) 原告らの平成28年6月10日付け準備書面原審第14準備
(15) 書面 5 

原告I+-＇：＞準備書昏面（ 16) 原告らの平成28年9月9日付け準備書面 ．原審第15準備
(16) 書面 5 

原告ら準備書面（17) 原告らの平成28年9月20日付け準備書面 原 審 第15準備
(17) 書面 5 

原告庄b準備書面（18) 原告らの平成28年12月16日付け準備書 原審第16準備
面（18) 書面 8 

原告ら準備書面（19) 原告らの平成29年3月17日付け準備書面原審第17準備
(19) 書面 7 

原告ら準備書面（20) 原告らの平成29年7月3日付け準備書面 原審第18準備
(20) 書面 6 

原告庄b準備書面（21) 原告らの平成29年9月21日付け準備書面原審第20準備
(21l_ 書面 7 

原告ら準備書面（22) 原ロらの平成29年12月18日付け準備書 原審第20準備
面（22) 書面 7 . 

原告ら準備書面（23) 原告らの平成30年3月12日付け準備書面 原 審 第21準備
(23) 室面 10 

原告ら準備書面（24) 原告らの平成30年6月11日付け準備書面原審第28準備
(24) 書面 5 

原告仲b準備書帯面（27). 原告らの平成30年12月4日付け準備書面原審第30準備
(27) 書面 4 

原告ら準備書面（29) 原告らの乎成31年3月18日付け準備書面 原 審 第28準備
(29) 室面 、 17 

原告ら準備書面（30) 原告らの令和冗年6月18日付け準備書面 原審第30準備
(30) 書面 4 

原告I+-＇：＞準備書帯面（ 32) 原告らの令和冗年6月18日付け準備書面 原審第33準備
(32) 書面 6 

原告ら準備書面（34) 原告らの令和元年9月20日付け準備書面 原審第31準備
(34) ・ 書面 3 

原災指針 原子力災害対策指針 書原審面第32準「ー 12 
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原災法 原子力災害対策特別措置法
原審第32準備

12 
書面

現状評価会合
大飯発電所3,4号機の現状に関する評価 原審第3準備書

6 ~与i~ロ』 面

現状評価書
平成25年7月3日付け「関西電力（株）大飯 原審第3準備書

6乙35
発電所3号機及び4号機の現状評価書J 面

原子力規制委員会等 原子力規制委員会及び経済産業大臣
原審第1準備書

ー 5
面

原子力災害対策重点区
住民等に対する被ぱくの防護措置を短期間

原審第2準備書
で効率的に行うため．重点的に原子力災害 18 

域
に特有な対策が講じられる区域

面

原子力発電工作物
電気事業法における原子力を原動力とする 原審第4準備書

18 
発電用の電気工作物 面

原子力利用 原子力の研究，開発及び利用
原審第4準備書

5 
面

原子炉格納容器の破損 炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の 原審第17準備 . 33 
等 破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷 書面

原子炉設置許可の基準を検討するための
原子炉施設等基準検討 発電用軽水型原子炉の新安全基準に関す

原判決 5 
チーム る検討チーム（発電用軽水型原子炉の新規

制基準に関する検討チームと改称）

原子炉制御系統
原子炉の通常運転時に反応度を調整する 原審第5準備書

34 
機器及び設備 面

原子炉設置（変更）許可 原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可
原審第4準備書

20 
面

原子炉の通常運転状態を超えるような異常

原子炉停止系統
な事態において原子炉を未臨界に移行し， 原審第5準備書

34 
及び未臨界を維持するために原子炉を停止 面 ， 
する機能を有する機器及び設備

平成24年法律第47号による改正前の核原
4第3準備書面で

原子炉等規制法 料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に 原審答弁書
関する法律

略称を変更

内陸地殻内地震（陸のプレートの上部地殻
地震発生層に生ずる地震をわい，海岸のや
や沖合で起こるものを含む。），プレート問地
震（相接するこつのプレートの境界面で発生

、
検討用地震

する地震）及び海洋プレート内地震（沈み込
原判決 206 

む（沈み込んだ）海洋プレート内部で発生す
る地震）について，敷地に大きな影響を与え
ると予想される地震

、ー・

広域地下構造調査（概 地震発生層を含む地震基盤から解放基盤ま 原審第23準備
50 

査） でを対象とした地下構造調査 書面

後段規制
段階的規制のうち，設計及び工事の方法の

原審答弁書 7 
認可以降の規制

国会事故調報告書
東京電力福島原子力発電所事故調査委員 原審第3準備書

21 
会・国会事故調報告書 面

小山氏 原告小山英之氏
原審第34準備

18 
書面

小山氏陳述書
小山氏作成の「大飯3・4号炉基準地震動の 原審第34準備

18 甲221
過小評価」と題する陳述書 書面
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． 
近藤委員長 前原子力委員会委員長の近藤駿介氏

控訴審第2準備
12 

書面

さ

サイト 原子力施設サイト（敷地）
原審第30準備

20 
書面

裁判所の第1回事務連絡 裁判所の令和4年1月21日付け事務連絡
控訴審第3準備

4 
書面

玄海原子力発電所3・4号機再稼働差止仮
原審第21準備

佐賀地裁決定 処分申立事件に係る佐賀地方裁判所平成2
書面

37 乙108
9年6月13日決定

佐藤智美氏による「逆断層と横ずれ断層の
原審第21準備

佐藤（2010) 違いを考慮した日本の地殻内地震の短周期 30 乙104
レベルのス．ケーリング貝IJJ

書面

佐藤智美氏及び堤英明氏による「2011年
原審第21準備

佐藤・堤（2012) 福島県浜通り付近の正断層の地震の短周
書面

30 乙105
期レベルと伝播経路・地盤増幅特性J

サマピルほか式
M。＝7.5×1018(Mw6.5相当）未満の地震

原判決 237 
の経験式 M0=(S/2.23×1015) 3/2×10-7 

Paul Somervilleほかが執筆した論文である

サマピルほか（1999)
「Characterizingcrustal earthquake slip 

原判決 30 
models for the prediction of strong ground 

motionJ 

参加人 控訴人参加入
一審被告控訴

9 
理白書 ， 

参加入準備書面（1)
参加人の平成30年6月6日付け準備書面 原審第24準備

29 ( 1) 書面

参加入控訴審準備書面 参加人の令和4年5月24日付け準備書面 控訴審第4準備
32 

(1) (1) 書面

＝連動
FO-A断層， FO-B断層及び熊川断層の 原審第33準備

56 
＝連動 書面

し

敷地近傍地下構造調査 地震基盤から表層までを対象とした地下構 原審第23準備
50 

（精査） 造調査 書面

重松氏 重松紀生産業技術総合研究所主任研究員
原審第34準備

16 
書面

四国電力 四国電力株式会社
原審第21準備

14 
書面

事故防止対策
自然的条件及び社会的条件との関係をも含 原審第5準備書

6 
めた事故の防止対策 面

原子力規制委員会が定めるべき基準を検討

地震等基準検討チーム
するための発電用軽水型原子炉施設の地

原判決 5 
震・津波に関わる規制基準に関する検討
チーム

地震等検討小委員会 地震・津波関連指針等検討小委員会
原審第24準備

9乙117
書面
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基準地震動及び耐震設計方針に係る審査
地震動審査ガイド ガイド（平成25年6月19日原管地発第130原判決 224 乙52

6192号原子力規制委員会決定）

実用炉設置許可基準焼 実用発電用原子炉及びその附属施設の位 原審第4準備書
30 

貝IJ 置，構造及び設備の基準に関する規則 面

実用発議用原子炉の設置，運転等に関する
原審第4準備書

実用炉則 規則（昭和53年12月28日通溜産業省令 20 
第77号）

面

i也鰻審査ガイド
基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係

原判決 217 
る審査ガイド

島崎 島崎邦彦氏 原判決 20 

鳥崎証言
名古震高等裁判所金沢支部に係属する事 原審第19準備

10 甲168
件での島崎氏の証言内容 書面

島崎氏が執筆した論文である「最大クラスで

島崎提言
はない日本海『最大クラス』の津波一過ちを

原判決 20 
糾さないままでは『想定外』の災害が再生産
される」における鳥崎氏の提言

日本地球惑星科学連合の2015年大会にお
いて行った発表であるr；舌断層の長さから推
定する地震モーメントj，その後l 島崎は，日

島崎発表 本地震学会の2015年度秋季大会や日本j舌 原判決 20 
断層学会の同年度秋季学術大会においても
凋趣旨の発表をした，これらの島崎氏の発
表

島崎発表等 島崎発表及び鳥時提言の総称 原判決 33 

重大事故
発電用原子炉の炉心の蔵著すしいる損燃傷料及び核
燃料物質貯蔵設備に貯 体文は 原判決 197 
使用済燃料の著しい損傷

重大事故等
重大事故に歪るおそれがある事故又は重大 原審第5準備書

7 
事故 商

震大事故等対策
重大事故の発生防止対策及び重大事故の 原審第5準備蓄

6 
拡大紡止対策 頂

重大事故が発生した場合における自然的条
重大事故の拡大防止対 件及び射社f生会的条件との関係をも含めた太量 原審第5準備書

6 
策 の放 物質が敷地外部に放出される事 面

態を防止するための安全確保対策

重大事故に至るおそれがある事故（運転時

重大事故の発生防止対
の異常な過渡変化及び設計基準事故を除

原審第5準備書
く。）が発生した場合における自め然た的炉条心件等及の 6 

策
び社会的条件との関係をも含

面

著しい損傷を防止するための安全確保対策

常設重大事故緩和設備 重大事故緩和設備のうち常設のもの
原審第23準備

11 
書箇
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常設重大事故防止設備 重大事故防止設備の‘うち常設のもの
原審第23準備

10 
書面

常設耐震重要重大事故
常設重大事故防止設備で、あって，耐震重要

原審第23準備
防止設備

施設に属する設計基準事故対処設備が有
書面

10 
する機能を代替するもの

改正原子炉等規制法43条の3の23が規定
する，発電用原子炉施設の位置，構造若しく
は設備が同法43条の3の6第1項4号の基
準に適合していないと認めるとき，発電用原
子炉施設が同法43条の3の14の技術上の

原審第1準備書
使用停止等処分 基準に適合していないと認めるときに，原子 26 

力規制委員会が，原子炉設置者に対し，当
面

該発電用原子炉施設の使用の停止，改造，
修理文は移転，発電用原子炉の運転の方
法の指定その他保安のために必要な措置を
命ずる処分

発電用原子炉設備に関する技術基準を定
省令62号 める省令（昭和40年6月15日通商産業省 原審答弁書 7 

令第62号） ．

省令62号の解釈
発電用原子力設備に関する技術基準を定 原審第3準備書

19 甲56
める省令の解釈について 面

原子力規制委員会において認定されたl日F
新F-6破砕帯 -6破砕帯とは異なる位置を通過する新た 原判決 .52 

な破砕帯

新規制基準
設置許可基準規則及び技術基準規則等（同

原判決 6 
規則の解釈やガイドも含む）

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規
原審第4準備書

審査基準等 制に関する法律等に基づく原子力規制委員 28 
会の処分に関する審査基準等

面

震源モデル
検討用地震ごとに適切な手法を用いて震源 一審被告控訴

10 
特性パラメータを設定したモデル 理白書

震源断層モデル
検討用地震ごとに適切な手法を用いて震源 一審被告控訴

10 
特性パラメータを設定したモデル 理白書

関西電力株式会社太飯発電所の発電用原
子炉設置変更許可申請書（3号及び4号発

原審第17準備
審査書案 電用原子炉施設の変更）に関する審査書

書面
7甲164

（案）（平成29年2月22日原子力規制委員
会）

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査
原審第1準備書 乙2。答弁書か

新耐震設計審査指針 指針（平成18年9月19日原子力安全委員 10 
会決定）

面 ら略称を変更。

新変更許可処分
発電用原子炉設置（変更）許可処分がされ 原審第32準備

37 
た後に，新たにされた設置変更許可処分 書面

す

推本
， 

地震調査研究推進本部 原判決 6 

推本長期評価手法報告 推本による『「活断層の長期評価手法J報告 原審第23準備
23 乙115

霊医司主 書（暫定版）』（平成22年11月） 書面

推本レシピ 震源断層を特定した地震の強震動予測手法 原判決 7 

せ
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制御棒の挿入のために施設における安全機
制御棒挿入時間 能が損なわれないというために，制御棒の 原判決 48 

挿入に要する時間

実用発電用原子炉及びその附属施設の位

設置許可基準規則
置，構造及び設備の基準に関する規則（平

原判決 4 
成29年原子力規制委員会規則第13号によ
る改正前のもの）

設置許可基準規則51条 設置許可基準規則51条及び技術的能力審 原審第28準備
14 

等 査基準II1. 8項 書面

実用発電用原子炉及びその附属施設の位
設置許可基準規則の解 置，構造及び設備の基準に関する規則の解 原審第5準備書

7乙44・113
事尺 釈（平成25年6月19日原規技発第13061 面

93号原子力規制委員会決定）

設置法
原子力規制委員会設置法（平成24年法律

原判決 5 
第47号）

そ

訴訟要件① 処分権限 原審答弁書 5 

訴訟要件③ i損害の重大性， ii補充性 原審答弁書 5 

訴訟要件④ 原告適格 原審答弁書 5 

た

第2ステージ M。（地震モーメント） ＞7.5E+18Nm 
原審第21準備

44 
書面

第206回審査会合
平成27年3月13日に開催された原子力規 控訴審第4準備

40 
制委員会の第206回審査会合 書面

第5回進行協議期日
令和4年8月29日に実施された進行協議期 控訴審第5準備

4 
日 書面

第5回進行協議調書 第5回進行協議期日の進行協議調書
控訴審第5準備

4 
書面

「耐震設計審査指針の改訂に伴う関西電力
株式会社美浜発電所1号機，高浜発電所

る耐見震解安全性評価に対す 3, 4号機，大飯発電所3号機， 4号機耐震 原審第1準備書
30 乙23

安全性に係る評価について（基準地震動の 面
策定及び主要な施設の耐震安全性評価）」
に対する見解

設計基準対象施設のうち，地震の発生に

耐震重要施設
よって生ず、るおそれがあるその安全機能の 原審第23準備

9 
喪失に起因する放射線による公衆への影響 書面

の程度が特に大きいもの

耐震重要施設等 耐震重要施設及び重大事故等対処施設
控訴審第4準備

7 
書面

耐震設計に係る工認審査ガイド（平成25年
原審第5準備書

耐震設計工認審査ガイド 6月19日原管地発第1306195号原子力 8乙47

規制委員会決定）
面

発電用原子炉施設に関する耐震設計審査
第1準備書面で

耐震設計審査指針 指針（平成18年9月19日原子力安全委員 原審答弁書 20 
略称を変更

会決定）

武村雅之氏が執筆した論文であるI日本列

武村（1998)
島における地殻内地震のスケーリング則一

原判決 18 
地震断層の影響および地震被害との関連
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断層面積S(km）と地震モーメントMo

武村式 (dyne ・cm）の関係式 logS=1/2 logMo- 原判決 19 
25 

10.71 (Mo孟7.5×10 dyne ・cm)

武村式＋片岡ほか式手 原告らが主張する「壇ほか式」を「片岡ほか 原審第21準備
33 

法 式」に置き換えた手法 書面

田島礼子氏ほかによる「内陸地殻内および

田島ほか（2013)
沈み込みプレート境界で発生する巨大地震 原審第21準備

30 乙106
の震源パラメータに関するスケーリング則の 書面

比較研究」

短周期レベル
強震動予測に直接影響を与える短周期領

原判決 239 
域における加速度震源スペクトルのレベル

壇一男氏，渡辺基史氏，佐藤俊明氏及び石
井透氏が執筆した論文である「断層の非一

壇ほか（2001) 様すべり破壊モデルから算定される短周期 原判決 22 
レベルと半経験的波形合成法による強震動
予測のための震源断層モデル化」

活断層で発生する地震については，最新活
動の地震による短周期レベルの想定が現時
点では不可能である一方で，想定する地震

壇ほか式
の震源域に限定しなければ，最近の地震の

解析結果より短周期レベルA(N・m/s2）と地 原判決 239 

震モーメントM。（N・m）との経験的関係が求

められるため、その短周期レベルを算出す

る式 A=2.46×1010×（Mo×10 7) 1/3 

ち

敷地内及び敷地周辺の地質・地質構造調査

地質審査ガイド
に係る審査ガイド（平成25年6月19日原管

原判決 212 甲60，乙45
地発第1306191号原子力規制委員会決
定）

つ

基準津波及び耐津波設計方針に係る審査
原審第26準備

津波ガイド ガイド（平成25年6月19日原管地発第130
書面

23 乙148
6193号原子力規制委員会決定）

て

手引き改訂案
発電用原子炉施設の耐震安全性に関する 原審第33準備

28 
安全審査の手引き（改訂案） 書面

と

東京高裁平成17年判決 東京高等裁判所平成17年11月22日判決
原審第32準備

38 
書面

東京電力 東京電力株式会社
原審第16準備

28 
書面

な

中田教授
中田節也東京大学地震研究所火山噴火予 原審第30準備

21 
知研究センター教授（当時） 書面

ね

燃料体
発電用原子炉施設の燃料として使用する核 原審第4準備書

25 
燃料物質 面

lま

背景領域 震源断層内のアスペリティを除いた領減
一審被告控訴

56 
理由書
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平成26年2月12付け「関西電力株式会社
破砕帯評価書 大飯発電所の敷地内破砕帯の評価につい 原判決 54 

てJ

破砕部
台場浜トレンチの破砕帯（本件設置変更許 原審第29準備

16 
可処分の審査書の表記に合わせるもの） 書面

発電用原子炉施設 発電用原子炉及びその附属施設
‘ 

原判決 198 

発電用原子炉設置者
原子力規制委員会の発電用原子炉の設置 原審第4準備書

6 
許可を受けた者 面

ぱらつき報告書
川瀬委員作成の「経験式と地震勤評価のぱ

原判決 126 乙235
らつきに関する報告書」と題する書面

阪南市等に居住する原 原告 X105 ，原告 X122 ，原告X123
原判決 73 官.LL.I:> 、 ．原告 X125 の総称

ひ

ピア・レビュー会合評価書 大飯発電所の敷地内破砕帯に関する評価 原審第31準備
10 乙212

案 書案 書面

評価書案
関西電力株式会社 大飯発電所の敷地内 原審第3準備書

32 乙39
破砕帯の評価について（案） 面

ゐ、

福井地裁平成27年仮処
福井地方裁判所平成27年4月14日決定

原審第20準備
15 甲138

分決定 書面

平成23年3月11日に発生した東北地方太
福島第一原発事故 平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島 原判決 4 

第一原子力発電所の事故

福島第一発電所 東京電力株式会社福島第一原子力発電所
原審第4準備書

13 
面

ノ＼

発電用原子力設備に関する技術基準を定
原審第1準備書

平成17年5号内規 める省令の解釈について（平成17年12月1 18 乙19
5日原院発第5号）

面

平成18年耐震指針
平成18年改正後の耐震設計審査指針（平 原審第24準備 9甲2
成18年9月19日原子力安全委員会決定） 書面 乙2

平成24年改正前原子炉
平成24年法律第47号による改正前の核原

原審第3準備書 8答弁書から略称
等規制法

料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に
面 を変更

関する法律

平成24年審査基準 平成24年9月19日付けの審査基準等
原審第4準備書

29 
面

平成25年審査基準 平成25年6月19日付けの審査基準等
原審第4準備書

29 
面

lま

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規
法 ．帝ljに関する法律（平成29年法律第15号に 原判決 4 

よる改正前のもの）

本件会合 原子炉施設等基準検討チーム第23回会合
原審第31準備

3 
書面
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本件各原子炉
大飯発電所3号機及び4号機に係る発電用

原判決 4 
原子炉

本件各原子炉施設 本件各原子炉及びその附属施設 原判決 11 

原子力規制庁が平成24年12月に公表し
本件シミュレーション た，原子力発電所の事故時における放射性 原判決 13 

物質拡散シミュレーション

本件処分
大飯発電所3号機及び4号機に係る発電用

原判決 4 
原子炉の設置変更許可

本件資料
前原子力委員会委員長の近藤駿介氏が作 控訴審第2準備

12 甲第222号
成した資料 書面

本件申請
大飯発電所3号機及び4号機に係る発電用

原判決 4 
原子炉の設置変更許可の申請

本件審査
本件申請に係る設置許可基準規則等への

原判決 42 
適合性審査

本件断層 『FO-A～FO-B～熊川断層J
控訴審第3準備

5 
書面

本件発電所 大飯発電所 原判決 8 

本件ぱらつき条項 地震動審査ガイドの1.3.2.3(2) 原判決 40 

み

宮腰研氏らが執筆した論文である「強震動

宮腰ほか（2015)
記録を用いた震源インバージョンに基づ、く国

原判決 18 乙61
内の内陸地殻内地震の震源パラメータのス
ケーリング則の再検討J

宮腰ほか（2015）正誤表
宮腰ほか（2015)（乙61）の表6の一部に 原審第18準備

12 乙85
ついての正誤表 書面

も

もんじゅ最高裁判決
最高裁判所平成4年9月22日第＝小法廷 原審第3準備書

8 
判決（民集46巻6号571ページ） 面

や

山形調整官
山形浩史・重大事故対策基準統括調整官 原審第28準備

9 
（当時） 書面

山崎教授 山崎晴雄首都大学東京大学院教授（当時）
原審第30準備

21 
書面

ゆ
実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対

有効性評価ガイド
策及び格納容器破損防止対策の有効性評 原審第17準備

27 乙80
価に関する審査ガイド（平成25年6月19日 書面
原規技発第13061915号原子力規制委員

よ

要対応技術情報
何らかの規制対応が必要となる可能性があ 原審第30準備
る最新知見に関する情報 書面

23 

吉岡産業技術総合研究所活断層評価研究
原審第31準備

吉岡氏 チーム長（当時） 10 
書面
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れ ， 

レシピ解説書
震源断層を特定した地震の強震動予測手法 原審第27準備

8乙155
（「レシピJ）の解説 書面

ろ

炉心 発電用原子炉の炉心 原判決 198 

発電用原子炉の炉心の著しい損傷若しくは
原審第5準備書

炉心等の著しい損傷 核燃使料物質貯蔵設備に貯蔵する燃料体又 5 
は 用済燃料の著しい損傷

面

わ

渡辺氏 渡辺東洋大学教授
原審第31準備

10 
書面

内
正

守

I


